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トータルコストの表記について 
   トータルコストは、事業ごとに事業費と人件費を一体としたコストを表します。あ 
 くまで、費用対効果を判断するための参考表記ですので、職員定数と厳密には一致し 
 ていません。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料
６款　農林水産業費
　１項　農業費  農林水産政策課 （ 内線 ： ７５８９ ）
　　１目　農業総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）【総合
緊急対策】み
んなでやらい
や農業支援事
業（原油高緊
急支援）

0 50,000 50,000  50,000

 トータルコスト 0 50,789 50,789（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人事業制度の周知・説明、補助金事務
 工程表の政策内容 農業生産１千億円達成

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 １　事業の目的、概要

　原油等の高騰により影響を受ける農業者を支援するため、省エネ対策機械・施設の導入により経営の改善を図
る取組に対し、緊急支援を講じる。

 ２　主な事業内容

　
補助金名 事業内容 実施主体 補助率・補助上限額 補正額

がんばる農家プ
ラン事業
（原油高緊急支
援）

意欲的な農業者や法人、任意組
織が作成した「がんばる農家プ
ラン」に基づいて行う、省エネ
対策機械・施設等の導入により
経営改善を図る取組に対し補助
する。

農業者、
農業を営む法人、
任意組織

補助率：
県1/3、市町村1/6 
事業期間：3年

単年度補助上限額
個人
3,000千円/年
農業を営む法人等
7,000千円/年

50,000千円

 ３　事業目標・取組状況・改善点

　　 （１）事業目標
　　  意欲ある農業者の育成、地域の担い手育成
（２）取組状況・改善点

  原油高等の影響を受ける農業者に対する緊急支援として、省エネ対策機械・施設の導入による経営改善
を推進する。
　【導入例】
　・ハウス内設備（空調管理、循環扇等）
　・省エネ冷蔵庫、葉物予冷庫
　・遠赤外線式乾燥機
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 
７款 商工費 
 １項 商業費                            企業支援課（内線：７６５８） 
    ３目 金融対策費                                          （単位：千円） 

事 業 名      補 正 前 補 正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）【総合緊急対
策】燃油及び原材料
価格高騰・円安対策
特別金融支援事業 

0 9,888 9,888 9,888     

トータルコスト 0 10,677 10,677 （補正に係る主な業務内容） 
制度創設・改正検討、利子及び保証料補助金交付事
務、融資相談、制度内容紹介 従事する職員数   0.0人   0.1人  0.1人 

工程表の政策内容  資金調達の円滑化（機動的な金融支援）及び再生支援 

事業内容の説明         【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 
 
１ 事業の目的・概要 

コロナ禍からの再生・回復が道半ばの中、ロシアのウクライナ侵攻等の国際経済情勢の影響により、
燃油・エネルギー、原材料価格等が高騰し、県内中小・小規模事業者の資金繰りが懸念されることから
現在発動中の地域経済変動対策資金（令和４年度燃油価格の高騰対策）に、事象（円安及び原材料価格
の高騰）を追加する等により、当該資金を利用する中小事業者の利子負担の軽減を図る。 

 
２ 主な事業内容 

・地域経済変動対策資金（燃油及び原材料価格の高騰・円安対策枠）の融資枠を１０億円から３０億円
に拡充するとともに、同資金の申込受付期間を６月末から９月末まで延長する。（令和４年４月２５日発動） 

・市町村が地域経済変動対策資金（令和４年度燃油及び原材料高騰・円安対策）を利用する県内中小企
業者等の利子負担（借換資金に係る部分を除く）に対し補助する場合、最長３年間、市町村の補助に
要する経費の１／２を補助（間接補助）する。 

・補正予算額 ９，８８８千円 
 
【鳥取県地域経済変動対策資金（燃油及び原材料価格高騰・円安対策枠）の内容】  

融資対象者 

燃油及び原材料価格の高騰・円安に起因する著しい需要の減少により、次のいずれ

かに該当する者 

 ア 最近３か月の平均売上高等が前年同期比５％以上減少 

 イ 最近１か月（実績）とその後２か月を含む３か月間の売上高等見込みが前年

同期比５％以上減少 

 ウ 最近１か月の売上総利益率又は営業利益率が前年同月と比べ減少 

資金使途 
運転資金、設備資金又は借換資金（借換資金は、運転資金又は設備資金の借入に併

せて保証付き借入金の取りまとめを行う場合に限る。） 

融資限度額 ２億８，０００万円 

融資期間 １０年以内（据置３年以内を含む） 

融資利率 年１．４３パーセント 

信用保証料率 年０．２３～０．６８パーセント（９区分）  
 
３ 事業目標・取組状況・改善点 
＜事業目標＞ 

  地域経済に大きな影響を及ぼす経済環境の変化に対して対策資金を機動的に発動し、県内中小企業者
等の資金需要に即応できる体制を整える。 
＜取組状況＞ 
・令和３年１０月２５日に「令和３年度燃油価格の高騰」（令和３年１０月２５日から令和４年３月３１日まで）
を発動（融資枠３億円） 

・令和４年３月２９日に「令和４年度燃油価格の高騰」（令和４年４月１日から令和４年６月３０日まで)を発動
（融資枠１０億円） 

※これまでの融資実績（令和３年度からの累計）：８件 １４４，９００千円 
＜改善点＞ 

  引き続き県内中小企業者等への影響を踏まえながら必要な金融支援を行っていく必要がある。 
併せて、借入事業者に対しては関係機関と連携しながら、金融支援と経営支援の一体的な支援体制を

強化する必要がある。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 

７款 商工費 

 １項 商業費                            商工政策課（内線：７２１２） 

    ２目 商業振興費                                          （単位：千円） 

事 業 名      補 正 前 補 正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）【総合緊急対
策】業種別物価高騰
対策推進支援事業 

0 30,000 30,000 30,000     

トータルコスト 0 31,577 31,577 （補正に係る主な業務内容） 
委託契約事務、補助金申請受付・審査、補助金交
付手続、関係機関・事業者等との連絡調整等 従事する職員数   0.0人   0.2人  0.2人 

工程表の政策内容  ― 

事業内容の説明         【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 
 
１ 事業の目的、概要 

コロナ禍からの再生・回復が道半ばの中、ロシアのウクライナ侵攻等、国際動向の急激な変化により
燃油・エネルギー、原材料価格等が上昇し、県内中小・小規模事業者の経営を圧迫していることから、
物価高騰下でも利益を確保し、事業継続していけるよう、県内事業者が組合・団体単位で取り組む業種
・業界毎の物価高騰対策を支援する。 

 
 
２ 主な事業内容 

（１）業種別物価高騰対策推進支援事業（28,000千円） 
スケールメリットを活かした共同調達の導入など、物価高騰対策に取り組む組合・団体の活動を

支援する。 

①専門家サポート事業（3,000千円） 

業種・業界毎に有効な物価高騰対策について、方向性等を専門家に相談できる体制を構築する。 

②業種別物価高騰対策推進補助金（25,000千円） 

省エネ、仕入先の見直し・複線化、共同調達、業務効率化など、業種・業界毎の特性に応じた
物価高騰対策の仕組みづくり、ノウハウ構築の取組を支援する。 

補助対象者 物価高騰の影響を強く受けている、業界団体、組合及びこれに準ずる団体 

補助対象経費 

 ・専門家によるコンサルティング経費（省エネ、コスト削減、付加価値向上等） 
 ・調達先の新規開拓に係る調査費 
 ・未利用資源・資産の活用の仕組みづくりに要する経費 
 ・共同調達等に必要となるシステム導入費・実証経費 等 

補助率  ３／４ 

補助限度額  5,000千円 

所要額  5,000千円 × ５団体 ＝ 25,000千円 

 
（２）物価高騰対策普及啓発事業（2,000千円） 

物価高騰対策に関するセミナー開催により(１)の事業による取組事例を広く紹介し、業種・業界
に応じたノウハウの水平展開を図ることで、物価高騰下での利益確保や経営体質強化につなげる。 

 
 
３ 事業目標・取組状況・改善点 

＜事業目標＞ 物価高騰下でも事業継続していける県内経済の基盤構築を図る。 

 ＜取組状況・改善点＞ 

・令和３年10月、燃油価格高騰に対応した制度融資枠を設定するとともに、同年11月補正予算におい

て、市町村と協調した利子補給による無利子化措置等をはじめとする燃油高騰対策を講じた。 

・その後発生したロシアのウクライナ侵攻、アメリカの政策金利引き上げ、中国のゼロコロナ政策に

よるロックダウン、また為替レートの不安定化による急激な円安の進行などにより国際経済情勢

が大きく変動しており、物価高騰の長期化も踏まえた取組の必要性が高まっている。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 
７款 商工費 
 １項 商業費                            通商物流課（内線：７６５９） 
    ４目 貿易振興費                                          （単位：千円） 

事 業 名      補 正 前 補 正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）【総合緊急対
策】国際経済変動に
打ち勝つ海外展開
緊急対策事業 

0 9,400 9,400 9,400     

トータルコスト 0 11,766 11,766 （補正に係る主な業務内容） 
講座開催業務、委託契約締結業務、補助金業務 等 従事する職員数   0.0人   0.3人  0.3人 

工程表の政策内容 海外需要の獲得 

事業内容の説明          【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 
 
１ 事業の目的、概要 
  ウクライナ危機や新型コロナウイルスによるロックダウン等の国際経済変動に対して、県内企業がい
ち早く対応できるように、サプライチェーン再構築への支援や国際経済変動の長期化に対応したサポー
ト体制の強化を図る。 

 
２ 主な事業内容 

（単位：千円） 

区分 内容 予算額 

経済安全保障
セミナー開催
事業 

 県内中小企業者が、国際経済変動下においてもリスクに対応しながら継
続的に海外展開や調達が図られるように、国際経済リスクや経済安全保障
にポイントをおいた実務講座を開催する。 

［開催回数］２回程度 

400 

海外展開強靭
化体制強化事
業 

 国際経済変動の長期化を念頭に、専門家によるサポート体制の強化によ
り、国際取引における強靭化を図る。  

［事業内容］ 
 ・サプライチェーンの再構築や海外市場の複線化に関し、専門家による

県内企業からの個別専門相談対応や調達・受注先の斡旋 
 ・ビジネスモデルの多様化に対応できる商社等を活用するため、専門家

による日本国内商社等の掘り起こし及びマッチング商談会開催の調整 
［実施方法］商社等とネットワークを有する法人との連携により実施 

4,000 

国際経済変動
緊急対策補助
金 

 県内中小企業者のサプライチェーンやマーケットの再構築等の取組を支
援する。 

［対象事業］国際経済変動により、調達や出荷が困難になるなど、サプラ
イチェーンやマーケットの再構築に取り組む事業 

［対象事業者］鳥取県内に本社を有する中小企業者 
［補助率等］1/2（上限1,000千円） 

5,000 

合計 9,400 

 
３ 事業目標・取組状況・改善点 
＜事業目標＞ 

  ウクライナ危機等による国際経済変動によるサプライチェーンの再構築等、県内企業の対応にいち早
く支援を行うとともに、国際経済変動が長期化する中でも、リスクに対応しながら継続して国際取引で
きるサポート体制を強化することにより、外需獲得につなげていく。 

＜取組状況・改善点＞ 
・これまで本県では、国際取引におけるルールが当事者相互間で守られ、経済連携協定（CPTPP、RCEP等）
の浸透など、国際ルールが遵守される自由貿易圏の拡大を前提に、県内企業の海外展開を支援してき
た。しかし、今回のウクライナ危機は、経済制裁や対抗措置によるサプライチェーンの不透明化、知
財の略奪等が生じ、また、「国際経済地図」は分断されつつある。 

・そのため、国際経済のリスクや安全保障にも着目し、県内企業がこのような状況下においても継続し
て国際取引できるようなサポート体制の強化に取り組んでいく必要がある。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 
７款 商工費 
 ２項 工鉱業費                         産業未来創造課（内線：７６６３） 
    ２目 中小企業振興費                                       （単位：千円） 

事 業 名      補 正 前 補 正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）【総合緊急対
策】小規模事業者等
サイバーセキュリ
ティ緊急対策事業 

0 8,000 8,000 8,000     

トータルコスト 0 9,577 9,577 （補正に係る主な業務内容） 
セミナー開催、補助事業 従事する職員数   0.0人   0.2人  0.2人 

工程表の政策内容  ― 

事業内容の説明          【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 
 
１ 事業の目的、概要 

インターネットを経由したサイバー攻撃が増加しており、県内企業においても対策を講じることが急
務となっていることから、小規模事業者をはじめノウハウや人材の不足を背景にサイバーセキュリティ
対策が進んでいない事業者を対象に、その必要性について普及啓発し、情報セキュリティ体制構築の取
り組む企業を支援する。 

 
 ≪サイバー攻撃による企業の損失≫  
・金銭の損失…取引先や顧客からの損害賠償、事故対応費用 
・顧客の喪失…社会的評価の低下による顧客の流出、得意先からの受注停止 
・事業継続の阻害…業務関連システムやメールの停止による納期遅れや営業機会損失 
・従業員への影響…社内のモラルや士気低下が遠因となる人材流出、従業員からの訴訟   

 
２ 主な事業内容 

(単位：千円） 
区分 内容 予算額 

１ 情報セキュリティに関す
る啓発セミナー開催事業 

サイバー攻撃への取組が遅れている県内小規模事業者等を
対象に、情報セキュリティのセミナーを開催。 
 【想定テーマ】 
 ・サイバー攻撃の脅威(重大事故発生事例の紹介) 
 ・情報セキュリティポリシー（企業等において実施する情

報セキュリティ対策の行動指針）の必要性 
 ・職員の意識改革 
 【実施概要】 
 ・経営者向け（２回開催）、実務担当者向け（３回開
催） 

2,000 

２ セキュリティ体制構築支
援事業 

県内小規模事業者が、情報セキュリティポリシーの策定や
社内人材育成を行うための専門家派遣の経費を補助。 
 【補助率】３／４ 
 【上限額】３００千円 
 【想定件数】２０件程度 

6,000 

 
・セキュリティ対策システム・ソフトウェア導入に係る経費については、「中小企業経営力強靱化補助
金(一般対策型)」(補助率１／２、補助上限５００千円)で対応。 

 
 
３ 事業目標・取組状況・改善点 
＜事業目標＞ 
・県内小規模事業者の持続可能な情報セキュリティ体制構築を支援することで事業継続性を高める。 
 
＜取組状況＞ 
・本年度から、小規模事業者を中心とする県内事業者のデジタル投資の加速及びＤＸ導入の促進を図る
ため、補助制度を創設。 

 
＜改善点＞ 
・県内事業者において、デジタル化やＤＸによる経営変革などが進む一方で、情報セキュリティ対策の
重要性については特に小規模事業者での認知が進んでいない状況であり、本事業を開始することで、
小規模事業者の情報セキュリティの取組を促進する。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 

 

４款 衛生費 

２項 環境衛生費                   くらしの安心推進課（内線：７１８５） 

３目 環境衛生連絡調整費                          （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補 正 計 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）【総合緊急対策】 

公衆浴場緊急対策事業 
0 850 850 850     

トータルコスト 0 1,639 1,639 
（補正に係る主な業務内容） 

補助金事業 

従事する職員数 0.0 人 0.1 人 0.1 人 

工程表の政策内容 ― 

事業内容の説明       【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

１ 事業の目的・概要 

  原油価格の高騰により影響を受ける一般公衆浴場（※）を支援するため、燃料費等の助成を行い、

適切な管理運営の確保を図る。 

  ※一般公衆浴場：物価統制令を適用している公衆浴場 

 

２ 主な事業内容 

                                      （単位：千円） 

区 分 内 容 予算額 

鳥取県公衆浴場

原油価格高騰対

策市町村補助金 

一般公衆浴場に対し、市町が原油価格高騰対策として燃料費等の

助成を行う場合に補助を行う。（鳥取市は中核市のため対象外） 

［対象施設］５施設 

［補 助 率］市町補助額の 1/2 

［補助上限］340 千円/施設 

850 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

【事業目標】 

 原油価格の高騰により、経営が圧迫されている一般公衆浴場に支援を行い、公衆衛生の向上に

努める。 

【取組状況・改善点】 

・令和３年度は、原油の平均価格を考慮し、290 千円/施設を上限に補助を行った。 

・原油価格高騰の実態を踏まえ、引き続き市町と協調して支援を行う。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  地域交通政策課 （ 内線 ： ７１００ ）
　　３目　交通対策費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）【総合
緊急対策】交
通事業者に対
する緊急支援
事業

0 102,000 102,000  102,000

 トータルコスト 0 103,073 103,073（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.0人 0.2人 0.2人補助金交付事務、委託契約締結事務
 工程表の政策内容 -

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 １　事業の目的、概要

　新型コロナウイルスによる人流抑制の傾向や人々の外出自粛マインドの継続は、人流を事業収益の柱とする交通

事業者へ甚大な影響を及ぼしており、現在も運送収入はコロナ禍以前との比較で回復していない中、コロナ禍やウ

クライナ侵攻等を背景とした燃料・原材料費の高騰により運送コストが上昇し、交通事業者の経営状況悪化に拍車

をかけている。

　今後も厳しい経営環境が続くことが予想されることから、地域住民の移動手段を守るため、運行を継続する交通

事業者に対し緊急支援を行う。

 ２　主な事業内容

（１）バス・タクシー事業者への緊急経営支援　　４５，０００千円

　運送収入の減や運送コストの上昇によって厳しい経営状況にあるバス・タクシー事業者に対し、エコタイヤをは

じめとした燃費向上に資する車両整備への支援を実施。

（２）バス、タクシーへの広報委託　　５７，０００千円

　コロナ対策と経済の両立を図るため新たな生活様式等に係る普及啓発広告について、街中等を運行し人目に付き

やすいバス、タクシーの車両（車体広告や車内広告）を活用して実施。

　※（１）、（２）いずれも路線・高速・貸切バス約500台、タクシー約600台を対象とする。

 ３　事業目標・取組状況

　　 
○事業目標

　交通事業者を支援し、地域住民の移動手段を守る。

○取組状況

　新型コロナウイルス感染症拡大の影響で急激に悪化した経営状況下においても、事業を継続してきた交通事業者

に対して、経営状況等に応じて必要な支援を随時実施。

・貸切バスの利用代金の割引支援等

・第三セクター鉄道事業者に対する国補正実証運行支援との協調補助
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令和４年度一般会計補正予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  地域交通政策課 （ 内線 ： ７１００ ）
　　３目　交通対策費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 【総合緊急対
策】貸切バス
等利用促進緊
急応援事業

65,000 10,000 75,000  10,000

 トータルコスト 65,789 10,789 76,578（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.1人 0.1人 0.2人補助金交付事務
 工程表の政策内容 -

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 １　事業の目的、概要

　新型コロナウイルス感染症の影響により、貸切バスを利用するような団体・グループ利用や学校活動等の実施が

著しく控えられるなど、稼働率が長期にわたり激減しており、貸切バス事業者等が危機的状況に陥っていることか

ら、行楽利用や学校行事等、多様な利用シーンにおける県民の県内貸切バス等利用の需要を喚起することを目的と

して、貸切バス事業者等の利用促進を図っている。

　この度、小中学校・高校におけるバスによる県内修学旅行等のニーズが高まっていることから、予算を増額す

る。

 ２　主な事業内容

（単位：千円）

細事業名 内容 現計予算額 今回補正額

バスによる県内修

学旅行等支援（小

中学校）

県内市町村立学校の実施する県内修学旅行等に貸切バス等を活用

する場合、その経費を支援する。

【補助金概要】

　補助率：１／３（補助対象経費の上限：１５０千円）

　交付先：市町村

11,000

バスによる県内修

学旅行等支援（高

校等）

県立高校・私立学校の実施する県内修学旅行等に貸切バス等を活

用する場合、その経費を支援する。

【補助金概要】

　補助率：１／３（補助対象経費の上限：１５０千円）

　交付先：県立学校、私立学校

3,000

10,000

 ３　事業目標・取組状況

　　 
○事業目標

     交通事業者を支援し、地域住民の移動手段を守る。

 　○取組状況等

　修学旅行等の学校行事等における移動手段として貸切バスを利用する際の経費支援に取り組んできたが、新型コ

ロナウイルス感染症の長期化もあり、引き続き需要喚起が必要な状況となっている。
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 

 
３款 民生費 

１項 社会福祉費                            長寿社会課（内線：７１７５） 

  ４目 老人福祉費                                （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補 正 計 
財 源 内 訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）【総合緊急対

策】訪問介護サービ

ス事業所等燃油高騰

緊急対策事業 

0 3,000 3,000 3,000 

   

 

 

トータルコスト 0 3,789 3,789 （補正に係る主な業務内容） 

補助金交付事務 従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人 

工程表の政策内容 － 

事業内容の説明              【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

 

１ 事業の目的、概要 

県内において在宅介護できる体制を維持するため、事業存続が困難となっている訪問介護サービス事業所等

に対し、当面の対策として燃油高騰分を支援する。 

 

２ 主な事業内容 

（１）事 業 主 体  市町村 

（２）補助対象者  訪問介護サービス等を提供している法人 

（３）補助対象経費  燃油高騰の影響を受けている訪問介護サービス事業所等を市町村が支援した額 

（４）補助基準額  事業所の所有する車両１台あたり１万円、１事業所あたり10万円を上限 

（５）補 助 率  ２分の１ 

（６）予 算 額  3,000千円 

                                           

３ 事業目標・取組状況・改善点 

・市町村と協力しながら、訪問介護サービス事業所等の運営を支援することで、在宅介護サービス等を受けら

れる環境を維持する。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 
 

３款 民生費 

 １項 社会福祉費                         福祉保健課（内線：７８５９） 

１目 社会福祉総務費                             （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）【総合緊急対策】

生活困窮者緊急支援事

業 

0 1,334,663 1,334,663 1,285,663   49,000 

 

トータルコスト 0 1,335,452 1,335,452 （補正に係る主な業務内容） 

 補助金交付事務等、関係機関との調整 従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人 

工程表の政策内容 － 

事業内容の説明            【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 
 
１ 事業の目的、概要 

ロシアによるウクライナ侵略などの影響による原油価格等物価の高騰や新型コロナウイルス感染症の影響

を受け、生活に困窮する方々の負担がさらに増している。孤独・孤立に陥る危険性の高い生活困窮者に対し、

当面の生活を維持し、自立に向けた活動が円滑に行われるよう、緊急的な支援を実施する。 

２ 主な事業内容 

【生活困窮者に対する支援】1,315,000千円  

項目 予算額 財源 事業内容 

(新)物価高騰

に対する支援 

49,000 単県 生活困窮者に対し、エアコン等光熱費の助成を行う市町村に補

助金を交付し、生活困窮者の生活支援対策を行う。（特別交付税

措置あり） 

・補助率：1/2 

・１世帯当たり補助基準額：７千円 

(新)生活困窮

者食料等支援

体制強化事業 

6,000 国10/10 とっとり子どもの居場所ネットワーク”えんたく”の食料提供

システムを活用し、生活困窮者への食料支援を実施するため、

支援員１名を配置する。（食料寄付を行う事業所の開拓、自立相

談支援機関との連携、寄付食料の受入・配分調整など） 

※新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当 

生活福祉資金

（特例貸付） 

1,250,000 国10/10 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた世帯に対する必要な

資金の貸付と相談支援を行う生活福祉資金の特例貸付につい

て、貸付件数の増加に対応するため、実施主体である社会福祉

法人鳥取県社会福祉協議会に対し、貸付原資を補助する。 

新型コロナウ

イルス感染症

生活困窮者自

立支援金 

10,000 国10/10 生活福祉資金の特例貸付の借入が限度額に達しているなど、さ

らなる借入ができなくなった困窮世帯に対し給付金を給付する

ことで、当面の生活費を支える。 

※福祉事務所未設置の三朝町・大山町分を措置 

【生活困窮者を支える市町村の支援体制の充実】19,663千円 

項目 予算額 財源 事業内容 

自立相談支援

機関の機能強

化・保護決定

等体制強化 

13,500 国10/10 生活困窮者への支援について、地域の実情に応じて自立相談支

援機能の拡充・強化のため、自立相談支援員や保護決定等に係

る業務補助者の増員などを行う市町村に対して必要となる経費

を補助する。 

・令和４年度当初予算における計画：９名程度 

→さらに３名程度の増 

自立相談支援

機関のサポー

ト 

6,163 国10/10 市町村の自立相談支援機関の相談支援や、職場体験に係る同行

支援、面接の助言等の就労支援のサポートを行うため県が配置

する支援員２名に加えて１名を追加で配置する。 

※新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

生活困窮者に対し、エアコン等光熱費に係る助成等、緊急的な支援を実施することにより、当面の生活を維

持するとともに、県が自立相談支援機関をサポートすることにより、生活困窮者の自立に向けた計画的・継続

的な支援等を推進する。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 
５款 労働費 
 １項 労政費                    鳥取県立鳥取ハローワーク（内線：0857-51-0501） 
    １目 労政総務費                                          （単位：千円） 

事 業 名      補 正 前 補 正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）【総合緊急対
策】県立ハローワー
ク生活困窮者相談
支援強化事業 

0 4,000 4,000 4,000     

トータルコスト 0 5,577 5,577 （補正に係る主な業務内容） 
窓口設置、出張相談に係る広報他 従事する職員数   0.0人   0.2人  0.2人 

工程表の政策内容  ― 

事業内容の説明          【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 
 
１ 事業の目的、概要 

新型コロナウイルス感染症や物価高騰等の影響を受けている生活困窮者が生活の基盤を整え、自立で
きるよう、県立ハローワーク（以下、ＨＷ）における相談機能を強化し、支援の充実を図る。 

 
２ 主な事業内容 

（単位：千円） 

区分 内容 予算額 

生活困窮者相
談窓口強化事
業 
 

 県立（鳥取・倉吉・米子）ＨＷ内に設置している「ささえあい求人・求職
マッチング特別相談窓口」、「ひとり親家庭相談支援センター」及び「みな
くる相談員による県立ＨＷ内での出張相談」に加え、自立相談支援機関が行
っている「生活困窮者の生活支援窓口」機能を新たに組み込み、物価高騰等
を要因として影響を受けた方の相談に対応するための体制整備を行う。 

・県立ＨＷの総合相談機能の拡充に係る広報経費 
・その他、県立ＨＷ内の窓口設置のための諸経費（窓口ブース、看板・モ
ニター等の各種掲示物等） 

 
※「生活困窮者の生活支援窓口」の運営経費については、既存の自立相談支 
援機関のサポート事業（福祉保健部）の範囲内で対応 

2,163

出張相談強化
事業 

 県立ＨＷのプッシュ型の相談対応機能を強化するため、従来の所内窓口で
の求職相談に加え、多数の県民が集まる大型商業施設、公共施設等での出張
相談を充実するための体制整備を行う。 

・出張相談に係る広報経費 
・相談窓口ブースの設置経費 
・システム・機器整備（通信環境整備、求人検索・紹介状発行等を行った
り、来場者の関心喚起のための適性診断ツールを導入したＰＣを配置） 

1,837

合計 4,000

 
３ 事業目標・取組状況・改善点 

＜事業目標＞ 
求職者等のニーズに応じた相談対応の実施 

＜取組状況・改善点＞ 
「ささえあい求人・求職マッチング特別相談窓口」の設置 

令和2年5月から新型コロナウイルスの影響を受けた求職・相談者への「特別相談対応」を行うとと   
もに、そのような求職者の採用に理解のある企業の求人（正規・非正規を問わない）を「ささえあい
求人」として登録する特別相談窓口を県立鳥取・米子・倉吉・境港ＨＷ内に設置。相談実績は268件、
求人登録は305件である。（令和4年4月末時点） 

 
令和3年6月から県立（鳥取・倉吉・米子）ＨＷ内に「ひとり親家庭相談支援センター（県母子寡婦

福祉連合会委託）」を開設し、ひとり親家庭の生活相談と就労支援とを一体的に実施。相談実績は249
件、うち就職に繋がったケースは10件である。（令和4年3月末時点） 
 令和4年度から県立鳥取ＨＷでの開所日を毎週土曜日に拡充。（令和3年度：第2、第4土曜日） 
 
令和3年6月から月3回程度、みなくる鳥取（中小企業労働相談所）が県立鳥取ＨＷでの出張相談を開

始し、労働相談を聞く場面での支援員の助けや求職者への助言など連携を進めている。相談実績は37
件（令和4年3月末時点） 
令和4年度から県立倉吉・米子ＨＷでも出張相談を開始。 
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10款　教育費

７項　保健体育費 体育保健課（内線：７５２６）

１目　保健体育総務費 （単位：千円）

国庫支出金 起債 その他 一般財源

0 4,289 4,289

0.0人 0.1人 0.1人

 事業内容の説明

 １　事業の目的、概要

 ２　主な事業内容 （単位：千円）

区分 予算額
食材等の高騰に
よる学校給食費
等の負担軽減

臨時休業に伴う
学校給食のキャ
ンセル料の支援

3,500

 ３　事業目標・取組状況・改善点

　

備考

（新）【総合緊急
対策】学校給食費
等負担軽減事業

3,500

トータルコスト

　学校給食費、寄宿舎食費を値上げする県立学校の給食業務委
託事業者等に対して、令和４年度学校給食費等の保護者負担増
額分を補助する。

　＜保護者負担増額分の算定方法（児童・生徒１人あたり）＞
　（令和４年度の学校給食費等単価－令和３年度学校給食費等
　単価）×令和４年度年間食数

0

工程表の政策内容 安全・安心で質の高い教育環境の整備、健やかな心と体づくりの推進

3,500

従事する職員数

令和４年度一般会計補正予算説明資料

事　業　名 補正前 補　正 計

3,500

財　源　内　訳

（補正に係る主な業務内容）

補助金事務

　新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、食材費等の高騰による学校給食費、寄
宿舎食費を値上げせざるを得ない県立学校の給食業務委託事業者について、学校給食費等の
値上額等を支援することにより保護者の負担軽減を図る。

＜事業目標＞
　食材費等の高騰による学校給食費等に係る保護者の負担軽減を図る。
＜取組状況・改善点＞
・学校給食の実施にあたっては、県立特別支援学校の学校給食の調理業務を民間業者等に委
　託し、学校給食衛生管理基準に基づく給食従事者の職員健康診断の実施など、安全・安心
　な学校給食を提供している。
・食材費等の高騰による学校給食費等の値上額を支援することにより、保護者の負担を軽減
　するとともに、学校給食の提供を円滑に行う。

【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

3,500
【国10／10】

事　業　内　容

　新型コロナウイルス感染症の影響による県立学校の臨時休業
に伴う学校給食のキャンセル料について、保護者負担が生じな
いよう、県立学校の給食業務委託事業者等に補助する。

合　計
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10款　教育費

１項　教育総務費 教育環境課（内線：７６９８）

４目　教育連絡調整費 （単位：千円）

国庫支出金 起債 その他 一般財源

0 45,140 45,140

0.0人 0.1人 0.1人

 事業内容の説明

 １　事業の目的、概要

 ２　主な事業内容

（単位：千円）
項目 予算額

電気代 22,429

ガス代 4,880

燃料費 10,475

燃料費 6,567

44,351

 ３　事業目標・取組状況・改善点

　

（補正に係る主な業務内容）

学校の管理運営

　冷暖房使用時にも「衛生管理上の換気」を徹底して行うことにより増大する光熱費及び境
港総合技術高校の海洋練習船で使用する燃料の高騰に対応するため、必要な予算措置を講じ
る。

　空調設備については「県立学校における冷暖房設備・機器の使用基準等」により運用して
いるが、電気使用量の上昇を過度に制御するのではなく、熱中症対策等、まずは生徒の体調
や健康に配慮し、柔軟な対応と空調設備の効果的な運用方法を学校に通知している。

トータルコスト

令和４年度一般会計補正予算説明資料

事　業　名 補正前 補　正 計
財　源　内　訳

備考

44,351

従事する職員数

工程表の政策内容 －

0
（新）【総合緊急対
策】県立学校運営費原
油高緊急対策事業

44,351 44,351

※特別交付税措置あり

内容

海洋練習船燃料（Ａ重油）

合　計

県立学校光熱費
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 

７款 商工費 

 １項 商業費                            企業支援課（内線：７２５８） 

    ２目 商業振興費                                          （単位：千円） 

事 業 名      補 正 前 補 正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）【総合緊急対

策】県内企業感染防

御型Withコロナ新

事業展開支援事業 

0 400,000 400,000 400,000     

トータルコスト 0 400,789 400,789 （補正に係る主な業務内容） 

 補助金交付事務 従事する職員数   0.0人   0.1人  0.1人 

工程表の政策内容  ― 

事業内容の説明          【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 
 
１ 事業の目的、概要 

長期化するコロナ禍の中で、県内中小企業等が、感染防御型Withコロナに対応しながら新分野進出や

事業転換し、事業継続・持続的発展を図る取組について支援する。 

 

２ 主な事業内容 

県内企業感染防御型Withコロナ新事業展開支援補助金【新規】 

実施主体 県内中小企業等（コロナ以前と比べて売上高が１０％以上減少していること） 

補助対象事業 新型コロナウイルス感染症蔓延以降の需要を獲得するための次の取組 

（１）新規事業分野への進出 

（２）販路獲得のための新規手法の導入 

（３）新商品・サービスの開発 

※「事業継続のための鳥取県版新型コロナウイルス感染拡大予防対策例(ガイド

ライン)」に基づいた感染防御型Withコロナの対策を踏まえた取組であること 

※申請にあたっては認定経営革新等支援機関（商工団体、金融機関、中小企業診

断士等）と計画を策定することを要する 

※審査会を開催して採択の可否を決定 

補助率 １／２ 

上限額 ５，０００千円（補助額１，０００千円超に限る） 

申請期限 令和４年８月末 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

＜事業目標＞ 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けた中小企業・小規模事業者等の事業継続 

＜取組状況・改善点＞ 

・県内企業多角化・新展開応援補助金により、事業の多角化や実施方法の変更など業態転換の取組を

支援してきた。 

【交付決定状況（令和４年４月末時点）】３９８件 ３３３，８９２千円 

・また、県内企業多角化・新展開応援補助金のステップアップの取組等への支援として、新時代対応

型事業展開支援補助金を創設し、現在申請を受付けているところである（申請期限６月末）。 

【交付決定状況（令和４年４月末時点）】第1次募集：１６件 ７１，１３４千円 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 

７款 商工費 

 １項 商業費                            企業支援課（内線：７６５８） 

    ２目 商業振興費                                          （単位：千円） 

事 業 名      補 正 前 補 正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）【総合緊急対

策】グループで取り

組む「感染防御型Wi

thコロナ」のお店応

援事業 

0 300,000 300,000 300,000     

トータルコスト 0 303,943 303,943 （補正に係る主な業務内容） 

 補助金交付事務 従事する職員数   0.0人   0.5人  0.5人 

工程表の政策内容 
商業・サービス業の活性化（まちなか振興・商店街の活性化）、県内企業の事業継続

と競争力ある新事業展開 

事業内容の説明          【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 
 
１ 事業の目的、概要 

「感染防御型Withコロナ」のお店を応援するため、対面型サービス等を行う複数の事業者（鳥取県新

型コロナ安心対策認証店）が連携して実施する集客促進や事業多角化に繋がる主体的な取組を支援する。 

 

２ 主な事業内容 

グループで取り組む「感染防御型Withコロナ」のお店応援事業補助金【新規】 

実施主体 複数の法人、個人事業者等により構成されるグループ 

※参加事業者は鳥取県新型コロナ安心対策認証店を取得していることを条件とする。 

補助対象事業 鳥取県新型コロナ安心対策認証店を取得している複数の事業者が、感染防止対策を徹

底した上で連携して実施する集客促進や事業多角化を目的とする事業 

※プレミアム商品券に係る経費は補助対象外 

〔実施事業例〕 

・グループで集客キャンペーンの実施 

・混雑状況をリアルタイムで確認できるシステムの連携導入 

・複数のお店が共同で密にならない次世代店舗等の開設 

補助率 ２／３ 

上限額 2,000千円 

※１店舗当たりの上限額は500千円とする。 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

＜事業目標＞ 

  Withコロナに対応した集客促進や今後の事業継続・発展を目指して行う事業多角化の取組を支援する。 

＜取組状況・改善点＞ 

  令和２年度地域で頑張るお店事業補助金では、集客促進等のためにグループで取り組むイベント、

商品券、スタンプラリー等の事業を支援し、需要喚起に一定の効果があった。（事業数：140件、参加

事業者：約880者） 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 
７款 商工費 
 １項 商業費                             商工政策課（内線：７２１２） 
    １目 商業総務費                                         （単位：千円） 

事 業 名      補 正 前 補 正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

【総合緊急対策】オ
ミクロン株影響対策
緊急応援金 

500,000 800,000 1,300,000 800,000     

トータルコスト 511,829 823,658 1,335,487 （補正に係る主な業務内容） 
申請審査、交付手続等 従事する職員数  1.5人   3.0人  4.5人 

工程表の政策内容  ― 

事業内容の説明            【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

１ 事業の目的、概要 

  新型コロナウイルス感染症の感染急拡大により経営上の影響を受けた県内事業者の事業継続を支援する
ため、業種や地域を問わず事業全般に幅広く活用可能な「オミクロン株影響対策緊急応援金」について、
申請額の増加に伴う増額補正を行う。 

 
２ 主な事業内容 【オミクロン株影響対策緊急応援金】 （申請期間：令和４年３月１日～５月31日） 

対象者 

県内中小事業者等（個人事業主を含む） 
 ※コロナ禍の影響を受けた事業者を幅広く対象とし、業種・地域は問わない。 
 ※新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく営業時間短縮要請を行った場合、その

対象店舗は対象から除く。 

交付要件 

以下のいずれにも該当する事業者であること 
 ・コロナ禍の影響により、売上が30％以上減少した事業者であること 
 ・雇用を維持する計画を有していること 
 ・感染予防・拡大防止対策を徹底し、コロナ禍からの回復を見据えた事業継続、又は本格

的な事業再開を目指していること  

交付内容 

①売上規模に応じた応援金（最大40万円） 
・本年１月～２月の２ヶ月分の売上額が過去３年間の同時期比で30％以上減少した事業
者に対して、売上減少相当額を交付することとし、交付額は売上規模に応じ、以下の額
を上限額とする。 

売上規模(月平均) 交付上限 
50万円未満 20万円 
50万円以上200万円未満 30万円 
200万円以上 40万円 

※売上規模(月平均)は、比較対象期間(過去３年間の同時期)の１月当たり平均額とする。 

②認証店舗加算（10万円） 
 ・認証事業所を複数有する事業者を対象に、店舗数に応じて10万円を加算する。 
  （加算対象は２店舗目以降。10万円×店舗数に相当する額を加算）  

予算額 ８億円 

＜申請状況（令和４年５月２３日時点）＞  
申請件数：6,396件 申請額：17.9億円（5.2億円は令和３年度に交付） 
※別途、令和４年度新型コロナウイルス感染症緊急事態対策調整費で３億円を措置済 

 
３ 事業目標・取組状況・改善点 
＜事業目標＞ 今後の事業継続等に向けた取組を支援し、県内経済の早期回復を果たす。 
＜取組状況＞  ８度に亘り家賃など固定費にも活用可能な応援金を実施するとともに、米子・鳥取両市内

における営業時間短縮要請に伴う協力金、県と市町村が協調した事業継続支援を併せて、
総額80億円を超える規模で県内事業者の事業継続に対する支援を行っている。 

支援事業名 支援内容(補助率) 実施(申請)時期 支給実績 

１ 頑張ろう｢食のみやこ」鳥取県緊急支援事業 上限10万円(10/10) R2.4.24～R3.1.29 2,387件(262,897千円)

２ 新型コロナウイルス克服再スタート応援金 一律10万円 R2.6. 8～R3.1.29 12,589件(1,311,800千円)

３ 新型コロナ克服緊急応援事業 一律10万円 R3.2. 1～R3.5.31 8,681件(1,102,100千円)

４ 
第四波対策飲食店等感染防止強化緊急応援事
業（認証取得応援金） 一律20万円 R3.4.14～R3.6.30 1,946件(460,400千円)

５ コロナ禍打破特別応援金 売上規模に応じ 
一律20～40万円 

R3.5.31～R3.9.30 5,622件(1,822,600千円)

６ コロナ禍緊急応援金 法人上限20万円 
個人上限10万円 R3.10.1～R3.12.10 5,132件(665,248千円)

７ コロナ禍再生応援金 法人一律20万円 
個人一律10万円 

R4.1.5～R4.5.27 2,052件(305,200千円)
※5/20時点(申請ベース)

８ オミクロン株影響対策緊急応援金 売上規模に応じ 
上限20～40万円 R4.3.1～R4.5.31 6,396件(1,793,853千円)

※5/20時点(申請ベース)

計 44,805件(7,724,098千円)

・上記に加えて営業時間短縮要請に伴う協力金（支給実績3.9億円）、県と市町村が協調した事業継続支援
（交付決定2.1億円）を支給。（総計 83.2億円） 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料
７款　商工費
　３項　観光費  観光戦略課 （ 内線 ： ７２３７ ）
　　１目　観光費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 【総合緊急対
策】新型コロ
ナから立ち上
がる観光支援
事業（緊急対
策）

2,000,000 3,290,000 5,290,000  3,290,000

 トータルコスト 2,003,154 3,290,789 5,293,943（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.4人 0.1人 0.5人関係機関との連絡調整、委託事務
 工程表の政策内容 魅力ある観光地づくりと戦略的観光情報の発信

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 １　事業の目的、概要

新型コロナウイルス感染症により影響を受けている県内観光地・事業者を応援し、観光需要の回復を図る。
※感染状況等を踏まえつつ、状況に応じた効果的な支援策を講じていく。
※令和３年度１１月補正予算及び令和４年度当初予算で措置した事業も含め、切れ目なく事業を継続実施する。

 ２　主な事業内容

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
細事業名 内容 要求額

(1)「スペシャル・ウェルカニキャンペーン」
隣接県民を対象として県内宿泊料等の割引キャンペーンを実施
する。

　※宿泊料１／２割引（上限5,000円／１人／１泊）　等

(2)「＃WeLove山陰キャンペーン」
山陰両県民を対象として県内宿泊料等の割引キャンペーンを実
施する。
※宿泊料１／２割引（上限5,000円／１人／１泊）等

(3)新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえながら取り組む観光
　需要回復対策
　○観光誘客キャンペーンの例
　　県内への宿泊・日帰り旅行の割引、クーポン券の発行 等

3,240,000

（既定予算
3,510,000）

1 観光需要の回復促進の
取組

○バス代支援
県内外の旅行会社による県内周遊型団体ツアーへのバス代支援
について、支援額の増額・期間を延長する。

50,000

2 GoTo鳥取キャンペー
ン2.0
（国のＧｏＴｏトラ
ベルに合わせた需要
獲得）

(1)ドライブキャンペーン
県内対象宿泊施設の宿泊者（１グループ）へ主要観光地の入館
無料券とガソリン給油券を発行する。

(2)航空利用キャンペーン
宿泊と航空券がセットになった旅行プランの新規造成を働きか
ける。割引クーポンの付与などのインセンティブを検討する。

(3)鉄道利用キャンペーン
鉄道事業者と連携し、主要旅行会社へ観光商品造成を委託し、
県内への誘客を図る。

(4)バス旅行商品支援
本県への宿泊・周遊を伴うバスツアー造成に対する支援を行
う。

（既定予算
200,000）

 ３　事業目標・取組状況・改善点

　　    新型コロナウイルス感染症の拡大により県内観光産業は非常に厳しい状況が続いている。
　　　こうした状況の中、全国の状況も勘案しながら、県内観光需要を喚起するための取組を実施してきた。
　　　引き続き、感染状況に留意しつつ、県内観光需要の回復を図る。
　　　・#WeLove山陰キャンペーン（令和3年3月1日～令和4年5月31日）
　　　・宿泊事業者新型コロナ感染防止対策事業（一次募集：令和3年7月6日～8月31日、二次募集：令和3年10月
　　　　11日～11月30日）
　　　・県内宿泊・観光事業者応援プレミアム前売り券発行支援事業（令和3年9月21日～令和4年1月20日）
　　　・スペシャル・ウェルカニキャンペーン（令和3年12月15日～令和4年5月31日）
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 

 

４款 衛生費 

  １項 公衆衛生費             新型コロナウイルス感染症対策推進課（内線：７８５７） 

３目 予防費                                 （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

【総合緊急対策】新
型コロナウイルス
感染症検査体制整
備事業 

803,926 921,502 1,725,428 467,706   453,796 

 

トータルコスト 811,812 922,291 1,734,103 （補正に係る主な業務内容） 

医療機関等への検査委託事務 従事する職員数 1.0人 0.1人 1.1人 

工 程 表 の 政 策 内 容  新型コロナウイルス感染症にかかる医療提供体制・検査体制の整備 

事業内容の説明              【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

１ 事業の目的、概要 

本年１月以降、オミクロン株による新型コロナウイルス感染症の急拡大に対し、検体採取・検体搬送業務の一
部を外部委託するなど行政検査の急激な増加に対応してきた。 
今後、BA.2系統や、新たな変異株等による更なる感染拡大や流行の長期化に対応可能な体制を整えるため、増

額補正を行う。 
 
２ 主な事業内容                                    （単位：千円） 

 細事業名 内容 
当初 
予算額 

補正額 
補正後 
予算額 

1 行政検査体制の拡充 民間委託により新型コロナウイルスの検
体採取拠点を新たに設置し、行政検査件数の
増加に対応できる体制を整える。 
■設置数：２箇所（中部・西部） 
■内容：検体採取、検体の搬送 

＜検体採取件数の想定＞ 
・西部：30件/日 
・中部：15件/日 

－ 187,242 187,242 

2 保健所での検査 保健所の積極的疫学調査によって判明し
た濃厚接触者、各保健所に開設している接触
者等相談センターに相談のあった接触者等
に対して、行政検査を実施するための経費。 
＜検査件数の想定＞ 
R4当初予算：151件/日 
→R4.5補正予算：378件/日 

429,935 431,298 861,233 

3 診療・検査医療機関
での検査 

県と協定を締結した保険医療機関におい
て実施する新型コロナウイルス感染症の検
査を行政検査として取り扱い、当該検査料の
本人負担分を公費負担するための経費。 
＜検査件数の想定＞ 
R4当初予算：85件/日 
→R4.5補正予算：490件/日 

170,314 302,962 473,276 

4 その他 変異株発生時にスクリーニング検査・ゲノ
ム解析を実施する。 
不安を抱える妊婦に対する分娩前の新型

コロナウイルス検査の費用を支援する。 

203,677 0 203,677 

合計 803,926 921,502 1,725,428 
 
３ 事業目標・取組状況・改善点 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防ぐため、「鳥取方式」による感染拡大防止対策の一端として、幅広
い対象に対し、早期に検査を実施する体制を確保する。 
令和２年11月から診療所等の身近な医療機関（診療・検査医療機関）で検査を受けられる体制に移行し、新型

コロナウイルス感染症に対応する医療機関同士の連携体制を再構築した。県内医療機関に継続的に協力を要請し
た結果、登録は318医療機関（令和４年４月１日現在）に達し、人口対比で全国一位となった。 
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 令和４年度一般会計補正予算説明資料 

 

４款 衛生費 

 １項 公衆衛生費              新型コロナウイルス感染症対策推進課（内線：７７６４） 

３目 予防費                                           （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補正 計 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

【総合緊急対策】感
染拡大傾向時におけ
る PCR 等検査無料化
事業 

473,000 871,000 1,344,000 871,000     

トータルコスト 473,789 871,789 1,345,578 （補正に係る主な業務内容） 

 補助金交付事務等 従事する職員数     0.1人   0.1人    0.2人 

工 程 表 の 政 策 内 容 新型コロナウイルス感染症にかかる医療提供体制・検査体制の整備 

事業内容の説明          【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

 

１ 事業の目的・概要 

新型コロナウイルスの感染拡大傾向が見られる場合、県知事の判断により、感染不安を感じる無症状

の住民に対して、新型インフルエンザ等対策特別措置法（特措法）第24条第９項等に基づき検査受検を

要請したときに、住民が受検する検査費用を無料化する。 

今後、新たな変異株発生等による感染拡大に備えるため、増額補正を行う。 

 

 

２ 主な事業内容 

県が特措法第 24 条第９項等に基づく検査受検を要請した場合に、無料検査を実施する民間事業者に

対して、検査費用を補助する。 

PCR検査等の件数については、１日当たり約700件×180日として積算する。（令和４年１月から３月

までの検査実績は１日当たり約550件） 

（１）補助対象事業者   県が登録した民間検査機関、薬局等 

（２）補助対象となる検査 PCR検査等 

（３）補正額      871,000千円 

※新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金「検査促進枠」を８割、同「地方単独分」を２割充当 

 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

＜事業目標＞ 

新型コロナウイルスの感染拡大時の感染拡大防止対策の一つとして、県民に対して無料検査を提供す

るための体制を整備する。 

＜取組状況＞ 

令和３年12月 22日より本県における無料検査事業を開始し、令和４年３月31日までに約５万回の

無料検査を実施した。 

当初23か所だった無料検査場所は63か所へ増加した。（令和４年４月１日現在） 
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 令和４年度一般会計補正予算説明資料 

４款 衛生費 

 １項 公衆衛生費              新型コロナウイルス感染症対策推進課（内線：７７６４） 

３目 予防費                                           （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補正 計 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）【総合緊急対
策】通常医療との両
立を図るための院内
感染拡大防止等対策
強化事業 

0 120,000 120,000 120,000     

トータルコスト 0 120,789 120,789 （補正に係る主な業務内容） 

 補助金交付事務等 従事する職員数     0.0人   0.1人    0.1人 

工 程 表 の 政 策 内 容 新型コロナウイルス感染症にかかる医療提供体制・検査体制の整備 

事業内容の説明             【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

 

１ 事業の目的・概要 

新型コロナウイルスにり患した場合の重症化傾向によっては、本来は新型コロナ患者の入院を想定してい

ない医療機関であっても、入院患者が感染した場合に無症状等であればそのまま入院を継続することが望ま

しい場合がある。このような患者を受け入れる可能性のある医療機関に対して、院内感染拡大防止対策のた

めに必要な設備整備費用に対する支援を行い、適切に入院継続できる体制を強化することで通常医療との両

立を図る。 

また、医療機関等における非接触型の面会対応に必要な設備整備費用に対する支援を行い、感染予防対策

を講じながら入院患者と家族が安心して面会できる環境整備を推進する。 

 

２ 主な事業内容 

通常医療との両立を図るため、病院等に対して、感染拡大防止対策のために必要な設備整備費用に対する

支援を行う。また、医療機関等における非接触型の面会対応に必要な設備整備費用に対する支援を行う。 

 （補助率：定額補助、上限１施設あたり4,000千円） 

 （１）感染拡大防止のための設備整備 

 ①補助対象：病院、有床診療所、助産所 

 ②対象経費 

入院患者が新型コロナに感染した際に、入院継続するために必要となる感染拡大防止対策のための

設備整備費用（簡易陰圧装置、陰圧対応可能な空気清浄機、HEPAフィルター付きパーテーション、個

人防護具等） ※入院協力医療機関はコロナ病床に関する部分を除く。 
 

 （２）非接触型面会のための環境整備 

   ①補助対象：病院、有床診療所、助産所、社会福祉施設等 

  ②対象経費：非接触型面会室の整備費用、オンライン面会に必要な設備（タブレット型端末等）整備費用等 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

＜事業目標＞ 

新型コロナ患者の入院を想定していない医療機関であっても、入院患者が感染した場合に無症状等であれ

ば、院内感染拡大防止対策を講じた上で、適切に入院継続できる体制づくりを推進するとともに、入院患者

と家族が安心して面会できる環境整備を推進する。 

＜取組状況＞ 

従来、入院協力医療機関に対しては「鳥取県新型コロナウイルス感染症医療体制充実等補助金」により、

感染拡大防止のための設備整備や感染防護具の整備に対する補助を行い、適切な療養環境を提供できるよう

に努めてきた。しかし、新型コロナウイルス感染症患者の入院を想定していなかった入院協力医療機関以外

の医療機関に対しては設備整備の補助がなく、療養環境の整備が課題となっていたもの。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 

 

４款 衛生費 

 １項 公衆衛生費          新型コロナウイルスワクチン接種推進チーム（内線：７９７６） 

３目 予防費                                 （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）【総合緊急対策】
新型コロナワクチン
接種加速化事業 

0 367,000 367,000 367,000    
 

トータルコスト 0 382,772 382,772 （補正に係る主な業務内容） 

委託契約事務、連絡調整等 従事する職員数 0.0人 2.0人 2.0人 

工程表の政策内容 新型コロナウイルスワクチン接種の接種体制整備 

事業内容の説明             【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

 

１ 事業の目的、概要 

オミクロン株の感染再拡大防止及び全国的に低迷するワクチン接種率の向上に向け、接種会場への交通

手段（無料タクシー）を提供することで、交通弱者等を中心とする接種希望者の負担を軽減する。 

さらに、追加接種（４回目接種）の実施に向け、県内接種の促進及び市町村負担の軽減のため、県が大

規模ワクチン接種センターを開設するために必要な体制を整備する。 

 

２ 主な事業内容 

（１）ワクチン接種会場への無料タクシー送迎事業 [新規事業]  11,000千円 

高齢者、障がい者等、県営大規模ワクチン接種センターまでの自力移動等が困難な者等へ、自宅～接種

会場間のタクシー送迎を実施する。 

 

（２）県営大規模ワクチン接種センター等運営事業 356,000千円 

県営の大規模接種会場の開設等により、集団接種方式で接種を行うとともに、接種促進に向けたキャン

ペーン、メディア周知・啓発等を行う。 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

令和３年６月から、臨時の新型コロナウイルスワクチン接種の集団接種会場を県内３圏域に開設し、市

町村及び医療機関の負担の軽減及び接種促進を行ってきた。 

また、職域接種事業者に対しては、市町村からの収入では職域接種経費をまかないきれない企業等に本

補助金を支出することにより、経費面の不安を無くし、積極的な職域接種実施につなげるとともに、単独

での実施が困難な事業者には、「鳥取型職域共同接種体制推進プロジェクト」への参画を県から働きかけ、

共同での職域接種の実現に向けた取組を実施した。 

今後も継続して集団接種会場を開設することで、県民のワクチン接種機会を確保し、接種率の底上げを

目指す。 

併せて、交通弱者等を中心とする接種希望者の交通手段を確保することで、ワクチン接種の早期完了に

向けた支援を行っていく。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 

 

４款 衛生費 

  １項 公衆衛生費         新型コロナウイルスワクチン接種推進チーム（内線：７９７６） 

３目 予防費                                 （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）【総合緊急対
策】新型コロナワク
チン接種促進支援
事業 

0 600,000 600,000 600,000    

 

トータルコスト 0 600,789 600,789 （補正に係る主な業務内容） 

補助金交付事務等 従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人 

工 程 表 の 政 策 内 容 新型コロナウイルスワクチンの接種体制整備 

事業内容の説明 

 

１ 事業の目的、概要 

新型コロナウイルスワクチン接種について、個別接種を実施する医療機関に対する財政支援を行うことによ

り、接種の一層の促進を図る。 

 

２ 主な事業内容 

病院・診療所における個別接種の接種実績等に応じた財政支援を行う。(事業スキームは国が決定) 

 要件 交付額 

診
療
所 

週100回以上の接種をそれぞれの対象期間（※）ごとに４週間以上行う場合 2,000円(接種回数当たり) 

週150回以上の接種をそれぞれの対象期間（※）ごとに４週間以上行う場合 3,000円(接種回数当たり) 

50回以上/日の接種を行った場合 10万円(１日あたり定額) 

病
院 

50回以上/日の接種を行った場合 10万円(１日あたり定額) 

病院が特別な接種体制を確保した場合（通常診療とは別に接種のた

めの特別な人員体制を確保した場合） 

※50 回以上の接種を週１日以上達成する週が対象期間ごとに４週間

以上ある場合に限る。 

医師   7,550円(1人1時間) 

看護師等2,760円(１人1時間) 

 ※対象期間 

  ４月・５月の期間（４月１日(金)から６月４日(土)まで） 

  ６月・７月の期間（６月５日(日)から８月６日(土)まで） 

   

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

県内の医療機関における新型コロナウイルスワクチン接種の促進を図るため、各医療機関の接種実績等に応

じた財政支援を行う。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 

 

４款 衛生費 

  １項 公衆衛生費         新型コロナウイルスワクチン接種推進チーム（内線：７９７６） 

３目 予防費                                （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）【総合緊急対

策】小児への新型コ

ロナワクチン接種

支援事業 

0 68,000 68,000 68,000    

 

トータルコスト 0 68,789 68,789 （補正に係る主な業務内容） 

かかり増し経費支払事務等 従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人 

工 程 表 の 政 策 内 容 新型コロナウイルスワクチンの接種体制整備 

事業内容の説明 

 

１ 事業の目的、概要 

  新型コロナウイルス感染症の第６波の陽性者に占める10代以下の割合が増えてきており、若年層へのワクチ

ン接種も重要となっているが、５～11歳へのワクチン接種は、12歳以上への接種と比較して、より丁寧な説明、

予診、事後の経過観察等に時間をかける必要があることから、県内一律の基準を設け、小児接種に協力する医

療機関に対してかかり増し経費を県が負担する。 

 

２ 主な事業内容 

小児接種は、保護者への説明及び予診・接種をより丁寧に時間をかける必要があることから、通常の接種

費用（国統一単価）では賄えないかかり増し経費を、小児接種を実施する医療機関に対して県が負担する。 

  

 

 

 

    ※予診のみの場合も対象とする。 

    ※対象期間：令和４年９月30日まで（国で定める新型コロナワクチン接種実施期間） 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

    県内の小児（５～11歳）のワクチン接種の促進を図る。 

   

参考：５月８日時点における小児接種の１回目接種率 

鳥取県 全国 

16.7％ 14.20％ 
 

対 象 支給額 

小児接種（５～11歳）を実施する医療機関 
接種回数当たり1,000円を 

基準として支給 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 

 
３款 民生費 

１項 社会福祉費                            長寿社会課（内線：７１７５） 

  ４目 老人福祉費                                （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補 正 計 
財 源 内 訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

【総合緊急対策】

高齢者施設の新

型コロナ対策支

援事業（社会福祉

施設等に係るＰ

ＣＲ検査等支援

事業） 

80,000 280,000 360,000 280,000 

   

 

 

トータルコスト 82,366 280,789 363,155 （補正に係る主な業務内容） 

補助金交付事務 従事する職員数 0.3人 0.1人 0.4人 

工程表の政策内容 － 

事業内容の説明              【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

 

１ 事業の目的、概要 

社会福祉施設等が行うＰＣＲ検査等への支援について、現在の新型コロナウイルスの感染状況を踏まえ、今

後必要となる経費を増額補正する。 

 

２ 主な事業内容 

（１）対象施設 高齢者施設、障がい者施設、保育施設、医療機関等 

（２）対象経費 対象施設が自主的に行う職員等のＰＣＲ検査に要する経費 

（３）補 助 率 10/10（上限：職員１人・検査１回当たり２万円） 

（４）予 算 額 280,000千円 

                                          （単位：千円） 

区   分 当初 補正 計 

鳥取県新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業
所に対するサービス継続支援事業 

18,000 ― 18,000 

社会福祉施設等に係るＰＣＲ検査等支援事業 60,000 280,000 340,000 

高齢者施設における新型コロナ対策現地指導事業 2,000 ― 2,000 

合    計 80,000 280,000 360,000 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

・対象施設が自主的に行う職員等のＰＣＲ検査に要する経費を補助することにより、社会福祉施設等における

新型コロナウイルス感染防止対策をさらに推進する。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  交流推進課 （ 内線 ： ７１２３ ）
　　１目　企画総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

<寄附金>
 （新）【総合
緊急対策】ウ
クライナ避難
民受入支援事
業

0 5,000 5,000  4,000 1,000

 トータルコスト 0 7,366 7,366（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.0人 0.3人 0.3人関係機関との連絡調整、生活支援金の支給事務等
 工程表の政策内容

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 １　事業の目的、概要

 日本政府はロシアによるウクライナ侵攻で生じたウクライナからの避難民の受入れを進めており、今後も更に増

加することが予想される。本県では４月１日に「ウクライナ避難民受入支援相談窓口」を開設すると共に、「ウク

ライナ避難民受入支援ワーキンググループ」を立ちあげ、関係機関と情報を共有しつつ受入体制を整えており、今

後の本県への避難民受入れに備え、生活や言語等に係る支援制度を整備する。

 ２　主な事業内容

主な支援内容
○生活支援・自立支援・生活物資の確保

　・住宅支援（県営住宅20戸、職員住宅10戸確保、生活用具等の提供）

　・生活支援金の支給

　　　賃貸住宅（公営住宅等）等の場合　世帯３０万円、単身者１５万円 

　　  親類・知人宅等の場合　 　　　　 世帯２０万円、単身者１０万円　

○生活全般に係る手続等の支援
　・在留資格の切り替え、住民登録、銀行口座開設等

○言語の支援
　・通訳・翻訳者の確保・派遣

○日本語学習支援
　・日本語教室での日本語指導(避難民向けの日本語レッスン開催)

○就学支援
　・小・中・高等学校への編入

○就労支援
　・就労希望者に対する職業紹介、マッチング、受入事業所への支援

○健康管理
　・保健師による健康状態（メンタル含む）の把握、必要な医療の提供

 ３　事業目標・取組状況・改善点

　　 ・４月１日に「ウクライナ避難民受入支援相談窓口」を交流推進課に開設し、県民からの相談に２４時間体

      制で対応している。

　　・また、同日に部局横断の「ウクライナ避難民受入支援ワーキンググループ」を立ちあげ、鳥取県国際交流

　　  財団、市町村、外国人支援団体等と情報を共有しつつ受入体制を整えている。

　　・ウクライナ避難民と自治体とのマッチングを行う出入国在留管理庁には、住宅の提供、生活支援金の支給

　　  等の支援を登録している。
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 
 

８款 土木費 

６項 住宅費                      住まいまちづくり課（内線：７３９８） 

２目 住宅建設費                               （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補 正 計 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

とっとり健康省エネ

住宅普及促進事業 

債務負担行為 

325,000 

346,736 

 

 

13,460 

債務負担行為 

325,000 

360,196 

 

 

6,730 
  

 

 

6,730 
 

トータルコスト 356,988 14,249 371,237 
（補正に係る主な業務内容） 

普及啓発事業、広告宣伝、補助金交付事務等 

従事する職員数 1.3 人 0.1 人 1.4 人 

工程表の政策内容 
とっとり健康省エネ住宅の普及、自然エネルギーの導入、県産材の利用等環境負荷

の低減に配慮した健康と環境を守る住まいづくりの推進 

事業内容の説明                     【「地方創生推進交付金」充当事業】 

１ 事業の目的・概要 
SDGs 未来都市の選定や米子市・境港市の脱炭素先行地域の選定を契機に、持続可能な社会づくり

に不可欠な脱炭素社会や健康な生活の実現に資するとっとり健康省エネ住宅『NE-ST』の取組を更
に加速させるため、普及啓発を行うとともに、認定住宅の助成対象を拡充する。 

２ 主な事業内容 
（１）【新規】SDGs未来都市×NE-ST住まいづくり普及啓発事業 
   SDGs未来都市の実現に資する鳥取県独自の持続可能な未来の住まい『NE-ST』について、親子で

まなび、しらべ、つくる体験型のイベントを開催し、『NE-ST』及び改修版『Re NE-ST』の普及や
太陽光発電設備の導入など健康で快適に、かつ省エネを実現するこれからの住まいづくりについ
て普及啓発を図る。 

（単位：千円） 

区 分 内 容 予算額 

SDGs未来都市×NE-ST

住まいづくりフェア

開催事業 

＜まなぶ＞ 

SDGsな家『NE-ST』フォーラムを開催する。 

・オープニング『NE-STはSDGsな家』PR動画 

 ・『NE-ST』ユーザーインタビュー動画 

・講演・対談 医学×建築「住まいづくりで健康生活」 

2,930 

＜しらべる＞ 

SDGsな家『NE-ST』を体感してもらい、仕組みを調べ、自宅で実践

してもらうための体験・見学・相談コーナーを設置する。 

 ・健康省エネ住宅が体感できるハウス展示 

 ・NE-STのPR動画、説明動画、インタビュー動画の上映 

 ・手軽にできる省エネ改修のカットモデル展示 

 ・省エネ・太陽光発電設備、機器の展示・体験ブース 

・NE-ST 新築・省エネリフォーム・太陽光発電相談ブース 

3,730 

＜つくる＞ 

SDGsと住まいとの関係を考えながら親子で参加できるものづくり

体験コーナーを設置する。 

 ・ソーラーを活用した木製工作体験 

 ・ゲームを活用したSDGsな家づくりコンテスト 

 ・壁紙を使ったリースづくり 

 ・SDGsカラーモザイクタイルコースターづくり 

800 

SDGs未来都市×NE-ST

住まいづくり広告宣

伝事業 

・住まいづくりでSDGsに貢献する『NE-ST』の認知度向上及びフォー

ラムの告知等に係るチラシ作成、CM制作及び新聞広告 

・木造住宅推進協議会主催の「木の住まいフェア」にブース出展 

5,000 

NE-ST 宿泊体験事業 健康省エネ住宅のメリットを消費者に体感してもらうため、『NE-

ST』の宿泊体験を行う事業者に対して利用人数に応じて助成する。 

［補助金額］利用者 10人まで５万円、以降 10人ごとに２万円 

（上限 25万円） 

1,000 

小 計 13,460 
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（２）【拡充】未来型省エネ住宅特別促進事業 

   建材や半導体不足等による住宅価格の高騰により、太陽光発電の設置が見送られ、とっとり健

康省エネ住宅『NE-ST』の普及が進んでいない状況を踏まえ、太陽光発電の設置を要件としない認

定住宅に対する助成を新たに創設する。 

  ※太陽光発電の設置については別途とっとりスタイルPPAの普及により補完。 

 

区 分 内 容 予算額 

未来型省エネ住

宅特別促進事業 

とっとり健康省エネ住宅『NE-ST』の補助対象を拡充する。 

［補助対象］県内工務店が新築する太陽光発電設置に備えた木造

戸建住宅（県産材10m3又は内外装材20m2以上使用） 

 ［補助上限］最大50万円 

性能区分 補助金額 参考(太陽光あり) 

T-G1 10万円 60万円

T-G2 30万円 80万円

T-G3 50万円 100万円
 

制度改正 
（当初予算額

262,000 千円） 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

【事業目標】 

 新築木造戸建て住宅に対する健康省エネ住宅の割合：33％（2022 年）、100％（2030 年） 

【取組状況・改善点】 
・新築木造戸建て住宅に対する健康省エネ住宅の割合は令和２年度の 14％から令和３年度の

20％に増加している。 
・令和２年７月からとっとり健康省エネ住宅の認定及び助成を開始し、令和３年度末時点での認

定申請件数は 240 件となっている。  
 東部 中部 西部 合計 

R2 29 19 25 73 
R3 78 38 51 167 

合計 107 57 76 240 
・とっとり住まいる支援事業の申請件数のうち、健康省エネ住宅の助成活用割合は令和２年度の

14％から令和３年度は 23％に増加している。 

・令和４年度から健康省エネ住宅の助成制度では太陽光発電などの再生可能エネルギーによりゼ

ロエネルギー化された住宅であることを要件化したが、建材・半導体需要が高まり、住宅価格

が前年比で 20％程度上昇していることから、工事費削減のため住宅における太陽光発電設置が

見送られている状況にあり、令和４年４月の認定住宅の件数は前年比の 32％と低調である。 

・健康省エネ住宅の認知度向上と県民の理解促進を図るため、普及啓発を行うとともに、宿泊体

験などを通じて健康省エネ住宅のメリットを体感してもらうことにより建設を加速させる。 

・住宅価格の高騰により太陽光発電の設置が見送られている中でも、健康省エネ住宅の建設を促

進するため、太陽光発電の設置を要件としない認定住宅に対する助成を新たに創設する。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料
６款　農林水産業費
　４項　林業費  県産材 ・ 林産振興課 （ 内線 ： ７３０２ ）
　　２目　林業振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）「森林
認証材」普及
拡大事業

0 1,000 1,000  500 500

 トータルコスト 0 1,789 1,789（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人補助金交付事務、普及啓発
 工程表の政策内容 県産材の需要拡大と競争力強化

事業内容の説明 【「地方創生推進交付金」充当事業】

 １　事業の目的、概要

　本県がＳＤＧｓ未来都市に選定されたことを踏まえ、森林組合等での取組が進みつつある「森林認証材」につ
いて、認証取得事業者による利用拡大の取組を支援するとともに、県内外への普及啓発を実施する。

 ２　主な事業内容

（単位：千円）
区分 内容 実施主体 補助率

（上限額）
予算額

普及啓発
補助

森林認証制度（FSC、SGEC等）による
認証材に関する普及啓発等に係る経
費を支援

森林認証を取得済もし
くは取得見込みの森林
組合や県内事業体

３／４
（150） 750

県推進事
務費

県内事業体の取組や森林認証材の県
内外への普及啓発
（例）森林認証材に関するセミナー
の開催、イベント等でのＰＲ等

県
－

250

※森林認証制度
　計画的・持続可能な森林管理や木材流通段階での適切な管理について認証し、持続可能性に配慮した木材を流
通させることで、持続可能な森林経営を支援する取組み。
※ＦＳＣ：ドイツの国際認証制度、ＳＧＥＣ：日本独自の認証制度

 ３　事業目標・取組状況・改善点

　　 
　　（１）事業目標
　　森林認証材の利用拡大及びＳＤＧｓの実践拡大に資するため、更なる制度の普及啓発を図る。もって適切な森林
　管理を行い、森林資源の循環（計画的再造林やＣＯ２削減）に貢献する。
　　（２）取組状況・改善点
　　平成27年度に県産森林認証材の普及促進事業を実施。3事業体がＰＲパンフレットやＨＰの作成、新聞広告、展示
　会出展、商社訪問活動などを行った。
　　令和元年度には、東京２０２０オリンピック・パラリンピック選手村ビレッジプラザに、鳥取県産の森林認証材
　を8m3提供した。
　　ＳＤＧｓや脱炭素に国民の高い関心が寄せられている今、森林認証材に関する普及啓発や認証取得等に官民挙げ
　て取り組む事が求められている。
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 

 

３款 民生費 

１項 社会福祉費                          障がい福祉課（内線：７６７８） 

12目 障がい者自立支援事業費                            （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）とっとりデジ

タル田園都市推進

事業（「鳥取県立バ

リアフリー美術館」

創立事業） 

0 

債務負担行為 

6,600 

36,521 

 

 

債務負担行為 

6,600 

36,521 

 

 

 

 

36,521 

 

 

    

トータルコスト 0 37,310 37,310 （補正に係る主な業務内容） 

 障がい者アートのデジタルアーカイブ構築及び

バリアフリー美術館創立 

従事する職員数 
0.0人 0.1人 0.1人 

工 程 表 の 政 策 内 容 － 

事業内容の説明              【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

【「デジタル田園都市国家構想推進交付金」充当事業】 

１ 事業の目的、概要 

障がいがある方たちの優れたアート作品を高精度でデジタル化し、分類・整理して検索・閲覧しやすいデータ

ベースとし整備したデジタルデータを使い、障がいのある人たちの優れたアート作品を誰でも・何時でも鑑賞で

きる環境をバリアフリー美術館として整備し、障がいなど様々な理由で展示会等に出向けない人たちに向けて文

化芸術へのアクセシビリティの向上を図る。 

 

２ 主な事業内容 

「鳥取県立バリアフリー美術館」創立事業 

 

＜債務負担行為の概要＞ 

（１） 期 間：令和５年度から令和９年度まで 

（２） 限度額：6,600千円 

（３） 内 容：デジタルアーカイブ及びバリアフリー美術館に係る保守管理料 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

・障がいなど様々な理由で展示会等に出向けない人たちなど、誰でも、何処でも障がい者の芸術・文化作品を気

軽に楽しむ環境を整備し、障がい者の芸術・文化活動の理解を深め更なる推進を図る。 

目標値：バリアフリー美術館閲覧者数…10,000人/年 

・平成27年度から鳥取県障がい者芸術・文化作品展「あいサポート・アートとっとり展」を開催、米子市美術館

での本展に始まり、東部地区、中部地区の各地で巡回展示を実施している。（令和３年度は、実展示と並行し

てオンライン作品展を開催した。閲覧者数：7,301人）  

区分 事業内容 補正額 

障がい者アートのデジ

タルアーカイブ構築 

県内の障がいがある方たちの優れたアート作品を高精度でデジタルア

ーカイブとして管理、保管、公開する。 

・デジタルアーカイブ化推進WG報酬等 276千円 

・デジタルデータ作成委託料 6,600千円 

・アーカイブ公開サイト構築・運営委託料 1,100千円 

7,976千円 

バリアフリー美術館創

立 

バリアフリー美術館を創立し、デジタルアーカイブ化された作品の中

から、鳥取県を代表する作品の常設展示やあいサポートアートとっと

り展の入賞作品による企画展などを開催する。 

・バリアフリー美術館構築委託料等 24,200千円 

・広告宣伝費 4,345千円 

28,545千円 

 

合 計 36,521千円 
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10款　教育費

６ 項　社会教育費

３目　博物館費

国庫支出金 起債 その他 一般財源

0 5,789 5,789

0.0人 0.1人 0.1人

 事業内容の説明

 １　事業の目的、概要

 ２　主な事業内容 （単位：千円）

金額

5,000

 ３　事業目標・取組状況・改善点

　

  令和７年春に予定される県立美術館の開館効果を県全体に波及させるプロジェクトとして
地域や関係施設等による県立美術館開館に向けた取組を応援することで、県立美術館の効果
的なＰＲや地域活性化につなげていくとともに地元の機運を醸成していく。

　美術館開館に向けた全県の盛り上がり、機運醸成を図る必要があり、地元である中部地区
で実施する機運醸成に係る催事等を応援し、中部地区から全県へと波及する効果的なＰＲ、
機運醸成を図る。

○地域で活動する団体等が取り組む美術館開館に向けた機
  運醸成及び地域活性化につながる取組を支援する。
 ・補助対象：催事等開催に係る経費
 ・補助率：2/3（限度額：1,000千円、５件程度）

5,000

従事する職員数

（補正に係る主な業務内容）
県立美術館の開館効果を県全体に波及させ
るプロジェクトに係る補助業務等

内容

（新）地域でつくる美術
館応援事業

美術館整備課（電話：0858-47-3011）

（単位：千円）

5,000

財　源　内　訳

工程表の政策内容

0

備考

トータルコスト

未来を「つくる」県立美術館整備による文化芸術の創造・発展

項目

美術館開館に向けた
機運醸成等に係る催
事等への支援

令和４年度一般会計補正予算説明資料

事　業　名 補正前 補　正 計

5,000
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10款　教育費

６ 項　社会教育費

３目　博物館費

国庫支出金 起債 その他 一般財源

0 4,459 4,459

0.0人 0.1人 0.1人

 事業内容の説明

 １　事業の目的、概要

 ２　主な事業内容 （単位：千円）

項目 金額

①
美術館連携促進事
業

2,500

②

学校所蔵芸術作品
調査事業（身近な
アート作品掘り起
こし）

1,170

計 3,670

 ３　事業目標・取組状況・改善点

　

従事する職員数

（補正に係る主な業務内容）
全県美術館構想に向けたネットワークづく
りに係る補助業務等

内容

（新）全県美術館構想に
向けたネットワークづく
りスタートアップ事業

○県内各学校に所蔵されている芸術作品の掘り起こしを行
　い、その作品の価値や背景を調査して公開することで、
　作品に光をあてるとともに、児童生徒や地域の住民が文
　化芸術に親しむ機会につなげる。

○県内美術館等が県内外の美術館等と連携し実施する展示
  事業の開催経費を支援する。
　・補助対象：展示事業に係る作品の輸送や広報等に係る
　　　　　　　経費
　・補助率：10/10（限度額：500千円、５件程度）

トータルコスト

未来を「つくる」県立美術館整備による文化芸術の創造・発展

3,670

財　源　内　訳

工程表の政策内容

0

備考

  県内のどこに住んでいても県立美術館を含む各施設の文化的サービスを享受できるように
するため、県立美術館と県内の他の美術館及び文化施設との間で協力・連携のネットワーク
づくりを推進するとともに、地域の学校など身近なところでも文化芸術に親しみを感じても
らい、新しい文化の創造・発展へとつなぐ取組を開館３年前に先行して実施し、全県的に推
進していく。

　美術館開館に向けた全県の盛り上がり、機運醸成を図る必要があり、県内全域で美術に触
れる環境づくりや美術館開館のＰＲを行うことで、より多くの県民へ文化芸術に親しみを持
ってもらうとともに県立美術館への意識付けを図る。

3,670

令和４年度一般会計補正予算説明資料

事　業　名 補正前 補　正 計

3,670

美術館整備課（電話：0858-47-3011）

（単位：千円）
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10款　教育費

６ 項　社会教育費 美術館整備課（電話：0858-47-3011）

 ３目　博物館費 （単位：千円）

国庫支出金 起債 その他 一般財源
債務負担行為 債務負担行為 債務負担行為

121,591 789 122,380

3.0人 0.1人 3.1人

 事業内容の説明

 １　事業の目的、概要

 ２　主な事業内容 （単位：千円）

項目 金額

① 高 騰 総 額 372,346

②
入札時の県仕様を
上回る部分の精
査 ・ 効 率 化 等

110,000

③ 差 引 262,346

④ 事 業 者 負 担 額 90,280

⑤ 県 負 担 額 172,066

 ３　事業者負担割合の考え方

 ４　今後の予定

　

従事する職員数

工程表の政策内容

97,933

財　源　内　訳
備考

備考

Ｒ２.３時点（契約時点）の単価とＲ４.３時点（最新の
単価改定時点）の比較
うち、資材300,747千円、労務費71,599千円

美術館のレベル・クオリティを落とさず、精査・効率化
を図る。
収蔵庫内免震装置台数精査（収蔵方法を工夫し対応）、
展示室箱形展示ケース台数精査、非常用発電機仕様見直
し　等

契約時建設工事費総額（6,018,639千円）の１.５％

未来を「つくる」県立美術館整備による文化芸術の創造・発展

172,066

令和４年度一般会計補正予算説明資料

事　業　名 補正前 補　正 計

トータルコスト

172,066
0

172,066
97,933

（補正に係る主な業務内容）

ＰＦＩ事業者との調整、契約事務

  令和７年春に開館予定の鳥取県立美術館については、ＰＦＩ手法により整備及び開館準備業
務を進めている。
  令和４年１月から着工したところであるが、急激な資材の高騰、労務費の上昇に伴い、建設
費が大幅に上昇する状況となったため、県・ＰＦＩ事業者で契約書第75条に基づく協議により
高騰額を両者で負担することとし、県負担額については県へ建物引渡しが完了する令和５年度
に支払う。

令和４年５月議会　　  予算（債務負担行為）提案　⇒予算成立後、仮契約を締結
令和４年９月議会　　　契約変更に係る議案提案
　　　　　　　　　　　※令和５年度当初予算成立後、２月議会までに精算変更及び銀行借
　　　　　　　　　　　　入利息精算に係る仮契約を締結
令和６年２月議会　　　契約変更に係る議案提案
　　　　　　　　　　　※変更契約に係る支払いは県へ建物引渡しが完了する令和５年度末
　　　　　　　　　　　　を予定

①－②

[債務負担行為]鳥取県立
美術館整備推進事業

契約時建設工事費総額の１.５％を超える部分を負担
（③－④）

・ＰＦＩ事業では、こういった入札時点では想定できなかった急激で著しい物価上昇等への対
　応は、発注者と受注者が協議の上、基準を決定する必要がある。
・公共工事においては事業者負担割合１．０％を適用させるところ、本事業はＰＦＩ事業であ
　ることに鑑み、公共工事標準請負契約約款逐条解説において経営上最小限必要な利益まで損
　なわれることがないよう配慮した基準と解説されている事業者負担割合１．５％を適用させ
　ることとした。
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令和４年度一般会計補正予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  地域交通政策課 （ 内線 ： ７１００ ）
　　３目　交通対策費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）みんな
でエンジョ
イ！！JR等公
共交通利用促
進事業

0 6,000 6,000  6,000

 トータルコスト 0 6,789 6,789（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人委託、補助金事務
 工程表の政策内容 －

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 １　事業の目的、概要

　人口減少やコロナ禍の影響等により、ＪＲを始めとした鉄道・バス等の公共交通事業者を取り巻く環境は一層厳

しいものとなっており、ＪＲ西日本では路線の減便や、一部路線の収支状況の公表が行われている。

　こうした中で、将来にわたり公共交通の維持・存続を図っていくためには、地域が一丸となって公共交通を利用

し、公共交通事業者の運行維持にも貢献してくことが必要となっていることから、県民や観光客等によるＪＲ等を

はじめとした公共交通の利用を促進するキャンペーン等を実施する。

 ２　主な事業内容

（単位：千円）
事業内容 予算額

１　鉄道の観光利用に合わせた利用促進キャンペーン

　夏休み期間等における鉄道の観光利用を促進するため、乗客への記念品配布や観光利用に合

わせた沿線イベントの開催等を行う。

２　ＪＲ等をはじめとする公共交通利用促進

　県内小学生に対する鉄道等公共交通をテーマとした夏休みの自由研究の募集や、公共交通利

用者によるSNS発信を活用したＪＲ等公共交通利用促進キャンペーン等を行う。

6,000

 ３　事業目標・取組状況・改善点

　　 
○事業目標

　コロナ禍でさらに厳しい環境に置かれているJRを始めとした鉄道・バス等の公共交通事業者を支援し、県民一人

ひとりが公共交通に対する課題意識を持つとともに利用を喚起する。

○取組状況

　5月16日に開催した官民連携の「みんなで乗りたくなる公共交通利用促進協議会」において、「公共交通乗って

ecoh（行こう）！県民運動」を開始した。
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 

３款 民生費 

１項 社会福祉費                         福祉保健課（内線：７１５８） 

１目 社会福祉総務費                             （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）家庭支援研究

事業 
0 2,852 2,852    2,852 

 

トータルコスト 0 3,641 3,641 （補正に係る主な業務内容） 

研究事業の委託等 従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人 

工程表の政策内容 － 

事業内容の説明 

 

１ 事業の目的、概要 

新たに取り上げられることが多くなったヤングケアラーの存在や８０５０問題、老老介護などについて、

市町村等関係者の意見を聞きながら、援助を必要とする人と支える家族が抱える課題を把握し、家庭を支援

するための対応策等について研究を行い、課題の解決を図る。 

８０５０問題：高齢の親と働いていない独身の50代の子とが同居している世帯の問題 

 

２ 主な事業内容 

委託調査により様々な課題を抱える家庭の実態を把握して、有識者や当事者などによる「家庭支援研究会（仮

称）」で分析し、必要な施策について研究を行い、課題の解決を図る。 

（１）調査 

ア 調査内容  課題を抱える家庭に面談等で聞き取りを行い、実態を把握する。 

イ 予 算 額  2,000千円 
 
 （２）家庭支援研究会 

ア 研究内容  支援実態の把握、課題の抽出、必要な施策の研究を行う。 

イ 構  成  有識者、当事者、関係機関等20名程度 

ウ 開催回数  ３回程度 

エ 予 算 額  852千円（委員の報償費及び特別旅費） 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

・家庭内で高齢・障がい・疾病・ひきこもり等により支援が必要な方を、地域全体で支えていく仕組みの構築

に向けた研究を行い、課題の解決を図る。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 

 

４款 衛生費 

２項 環境衛生費                     脱炭素社会推進課（内線：７８７５） 

４目 環境保全費                              （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補 正 計 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）電気自動車充電

施設緊急整備事業 

 

 

0 

債務負担行為 

4,800 

27,000 

債務負担行為 

4,800 

27,000 

 

 

3,360 
  

債務負担行為 

4,800 

23,640 

 

 

トータルコスト 0 27,789 27,789 
（補正に係る主な業務内容） 
委託業務、補助金申請等 

従事する職員数 0.0 人 0.1 人 0.1 人 

工程表の政策内容 
環境と調和した持続可能なライフスタイル・価値観の普及や環境教育の充実等によ
る県民主体の環境活動の拡大 

事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 

電気自動車等の普及促進を図るため、利用者の利便性向上等を図ることを目的として、主要県有

施設に課金制の急速充電器を整備する。 

※急速充電器利用車両 ： 電気自動車（EV）及びプラグインハイブリッド自動車（PHV） 

 

２ 主な事業内容                               

対象施設において課金制の急速充電器を整備し、保守管理（24時間対応コールセンター及び保守点

検）及び運営を民間企業へ委託する。 

【予定対象施設】チュウブ鳥取砂丘こどもの国、とっとり賀露かにっこ館 

                              （単位：千円） 

区 分 内 容 予算額 

設計費 設備設計に係る設計費用［単県］ 2,000 

機器費 
急速充電器（30KW 以上）の機器本体費用 

［国定額（上限 600 千円/基）] 
5,000 

設置費 
機器設置に係る電気設備工事費用（高圧受電盤設置含む） 

［国定額（上限 1,080 千円／基）] 
20,000 

合 計 27,000 
（参考） 

※保守管理費[単県] 4,800 千円（債務負担行為（令和５～12年度）） 
※保守管理事業者は、300 千円／基・年及び充電器利用料収入によって、24時間対応コールセンター、故障時
対応及び定期点検等の保守管理、並びに運営を行う。なお、保守管理及び充電に必要な電気料金は、保守管
理事業者が負担する。 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

【事業目標】 

電気自動車の普及促進を図るため、県内の充電空白地帯の解消や利用者の利便性向上等を図るこ

とを目的に充電器の整備を推進する。そのうち電欠懸念の払拭など、施設利用者の利便性向上を図

るため、主要県有施設に課金制の充電器を整備し維持を行う。 

【取組状況・改善点】 

・県庁等（県庁第二庁舎前、中部総合事務所、西部総合事務所）の EV 急速充電器については、令和３年

度の機器更新に合わせ、課金制とし、保守管理及び運営を民間企業に委託している。 

・令和４年２月に経済産業省に対して、電気自動車の充電インフラ整備の充実に向け、補助金の

見直しについて要望活動を実施した結果、既設充電器との距離要件や、個人宅を除く、公共施

設や観光施設等への新規設置も補助対象となる等の要件緩和がなされた。 

・今後の整備に当たっては、平成25年に策定した電気自動車等の充電インフラ整備についてのビ

ジョンを見直し、整備の方向性を示す。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 
７款 商工費 
 １項 商業費                            通商物流課（内線：７８５９） 
    ４目 貿易振興費                                          （単位：千円） 

事 業 名      補 正 前 補 正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）ポストコロナ
の境港利便性向上
に向けた国際物流
活性化検討事業 

0 8,000 8,000 8,000     

トータルコスト 0 8,789 8,789 （補正に係る主な業務内容） 
貨物調査、事業可能性調査、検討会の開催、物流展
への出展等 従事する職員数   0.0人   0.1人  0.1人 

工程表の政策内容  境港を利用した物流促進 

事業内容の説明         【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 
 
１ 事業の目的、概要 
  新型コロナウイルス感染症拡大やウクライナ危機等により国際物流の混乱が生じていることから、ポ
ストコロナに向けて境港の国際物流を活性化させるために、「ポストコロナの人流・物流活性化プロジェ
クトチーム」（以下、ＰＴ）の「物流ワーキンググループ（以下、物流ＷＧ）」において、境港ＰＲ活動を
強化し、「境港における新たな国際物流改善モデル」について調査検討する。 

 
２ 主な事業内容 

（単位：千円） 

区分 内容 予算額 

ポストコロナ
に向けたポー
トセールス活
動強化事業 

 既存航路のポートセールス拡充に加え、潜在貨物の掘り起こしにより、境
港の取扱貨物量増加を図るとともに、境港のPR活動を強化し、新たなサービ
スや新規航路誘致につなげていく。 
（事業内容） 
・物流展示会への出展 
・船主（国内外）、フォワーダー、荷主等への境港のＰＲ及びネットワーク
形成 

3,000 

境港における
国際物流改善
モデル提案事
業 

境港で実現可能性のある新規航路の誘致や新規物流サービス等を検討し、
国際物流改善モデルを提案する。（物流専門シンクタンク等への委託） 
 
（貨物流動分析や荷主・フォワーダー等へのヒアリング調査といった基礎 
調査については物流WGで実施。） 

 
※フォワーダー：荷主貨物の国際物流アレンジ（輸出入、通関業務、運送手

段の手配等）を行う貨物利用運送事業者 

5,000 

合計 8,000 

 
３ 事業目標・取組状況・改善点 
＜事業目標＞ 
・本事業は「境港における新たな国際物流改善モデル」の提案を行い、それをもとに、船社、荷主及び
フォワーダー等へ境港利用の働きかけを行うことにより、境港の航路の維持及び安定化、利便性向上
及び将来的な航路誘致につなげていく。 

 
＜取組状況・改善点＞ 
・本県の航空路及び航路を取り巻く課題について検討を行い、コロナ後の往来回復や国際経済変動に伴
うサプライチェーンの転換等をチャンスと捉え、人流・物流を本県に呼び込むため、ＰＴを設置し、
第１回会議を開催した（４月15日開催）。なお、物流分野に関する詳細な検討のため、ＰＴに物流ＷＧ
を設置している。 

・国際経済変動の影響により、航路再編や荷主の国際物流ルートの見直し等も行われていることから、
境港の利便性向上に向けて、「境港における新たな国際物流改善モデル」を提案することで、将来的な
実証や実装につなげていき、ポストコロナにおける境港の物流活性化を図っていく 
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10款　教育費
４項　高等学校費 　教育環境課（内線：７６９８）

２目　高等学校管理費 （単位：千円）

国庫支出金 起債 その他 一般財源
債務負担行為

13,960
債務負担行為

13,960
債務負担行為

13,960

0 789 789
0.0人 0.1人 0.1人

 事業内容の説明

 １　事業の目的、概要

 ２　主な事業内容 （単位：千円）
予算額

 ３　今後の方針、予定

導入可能性調査（Ｒ４年９月末まで）

　・１０月頃に「県有施設・資産有効活用戦略会議」において正式決定

基本設計委託（Ｒ４年８月～Ｒ５年５月）

代船建造（１年目）・・・現船を国内航海船に登録変更する

代船建造（２年目）・・・令和８年２月竣工予定

代船運行開始

 ４　事業目標・取組状況・改善点

　代船においては、県内唯一の水産学科を有する専門高校として、内航船の船員などニーズの高い
人材や地元漁業を支える人材を育成すること、生徒の水産・海洋分野への就職や海洋関係の大学の
進学につなげることに重点を置くこととした。
　人材育成の基本方針を達成するとともに、維持管理経費や今後の人口減少に伴う生徒数の減を踏
まえた船の規模や設備の最適化を図る。併せて、安全性や居住空間の快適性を確保する。

令和４年度一般会計補正予算説明資料

補正前 補　正 計
財　源　内　訳

備考事　業　名

年度

0 0 0

（補正に係る主な業務内容）

地元漁業を担う人材育成 生産性が高く、持続可能な漁業を目指す力をつける。

＜今後の予定＞

＜代船の必要性＞

内航船の海技士の育成
船舶の安全・適切な運航のための知識・技術の習得及び内航船員
としての資質・能力を身につける。

海洋練習船の基本設計委託
魅力ある学校づくり、特色ある学校運営の推進

従事する職員数
工程表の政策内容

基本設計

区　分

　境港総合技術高校が水産実習実施のため所有している海洋練習船「若鳥丸」（平成15年３月竣
工）は、令和４年度で船齢20年となり、経年劣化による修繕・維持費の増大や故障リスクが懸念さ
れるため、代船建造に向け基本設計を行う。

基本条件（案）
設計期間：令和４～５年度
規模：400トン
定員：49人（船員17人、教官２人、生徒28人、調査員２人）
航行区域：近海区域、非国際航海

債務負担行為
（期間：令和

５年度）

13,960

ＰＦＩ手法を導入する場合ＰＦＩ手法を導入しない場合

Ｒ４

Ｒ５

（新）[債務負担行為]海
洋練習船「若鳥丸」代船
建造事業

調査研究
生徒の探求心の向上や地域への貢献のため、県内大学、試験研究
機関と連携した水産資源や海洋環境の調査研究を実施する。

〇境港総合技術高校は本県唯一の水産学科を有し、今後も基幹産業である水産業に携わる地元の
　漁業者等を育成する必要がある。
〇一般的な水産実習船の耐用年数は約20年とされており、部品の不足や高額な点検費用が課題と
　なっている。
〇今後の新たな人材育成方針に見合った規模や設備が求められている。

＜人材育成の基本方針＞

トータルコスト

Ｒ６

Ｒ７

Ｒ８

アドバイザリー委託
　・公募実施のための支援
実施方針公表

ＰＦＩ事業費（建造費等）要求

ＰＦＩ事業者公募・決定・議決・契約
建造費予算要求

　・県有施設・資産有効活用戦略会議（Ｒ４
　　年10月予定）でＰＦＩ非導入となった場
　　合はＲ５末まで設計期間を延長し、実勢
　　価格を反映した船価を算定する
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 

 

２款 総務費                               

６項 防災費                         原子力安全対策課（内線：７８７３） 

１目 防災総務費                                                      （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

原子力防災対策事業  521,437 21,429 542,866 21,429    
 

 

トータルコスト 623,955 23,795 647,750 (補正に係る主な業務内容) 

 地区別の避難計画パンフレットの作成 従事する職員数 15.0人 0.3人 15.3人 

工程表の政策内容 島根原子力発電所に係る原子力防災体制の計画的整備 

事業内容の説明 

１ 事業の目的、概要 

福島第一原発事故の教訓を踏まえ、原子力災害から県民の安全・安心を確保するため、本県の原子力
防災体制の強化に必要な原子力防災対策等の整備を行っている。この中で、住民の原子力防災に対する
理解促進のため、原子力防災アプリやハンドブックを活用しているところであるが、住民への周知は様
々な方法で行うことが効果的であり、住民の避難計画への理解をより深め、安心感を醸成するとともに、
避難計画の実効性向上を図ることを目的として、地区別の避難計画パンフレットの作成・配布を行う。 

  

２ 主な事業内容  

（１）パンフレット概要 

 避難計画で定めた、地区ごとに避難経路や避難先等を地図で確認できるパンフレットの作成と配布
を行う。 

（２）構成イメージ 

  ・事態進展に応じた住民のとるべき行動 
  ・避難元周辺地図等 
  ・避難経路（広域図）及び避難退域時検査会場地図 
  ・避難先自治体周辺図 
  ・避難所周辺図 

（３）対象地区 

   島根原子力発電所から概ね３０ｋｍ圏内に位置する地域（境港市全域及び米子市の一部） 

    境港市 約 15,400 世帯 

    米子市 約 16,700 世帯 

（４）所要経費 
   ２１，４２９千円（３５，０００部作成・配布） 
 

３ 事業目標・取り組み状況・改善点   

島根原子力発電所において事故等が発生した場合に、住民避難を迅速かつ的確に実施し、県民の生命、
身体及び財産を保護することを目的として、平成 25年３月に鳥取県、米子市、境港市はそれぞれ広域住
民避難計画を策定している。 
 その後も、原子力防災訓練により得られた教訓や新たな知見等を反映して計画を修正するとともに、
原子力災害時に適切な行動がとれるよう講演会や研修会開催のほか、原子力防災アプリやハンドブック
の配布など様々な方法で県民への普及啓発を実施する等、避難計画の実効性の向上を図っている。 
 避難計画では避難元地区と避難先施設（県中部・東部）をあらかじめマッチングし、ハンドブック等に
より周知しているが、米子市、境港市に設置される、商工会議所や自治連合会などの代表から構成され
る「原子力発電所環境安全対策協議会」において、昨年度行った住民説明会の様子から、「避難手段や経
路などが住民に十分に周知されていない」「啓発を行い、避難計画の実効性をさらに高めていく必要が
ある」といった意見・要望が出された。 
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令和４年度 一般会計補正予算説明資料 

８款 土木費 
 ２項 道路橋りょう費                              道路建設課（内線７６２３）  

３目   道路橋りょう新設改良費                                      （単位：千円） 

事 業 名
 

補正前
 

補正
 

計 
財  源  内  訳 

備 考
 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

地域高規格道路 
整備事業 
[一般公共事業] 

5,460,505 1,355,495 6,816,000 745,523 
<427,000> 
549,000  

 60,972 
県費負担 
487,972 

トータルコスト 6,089,808 1,356,284 7,446,092 （補正に係る主な業務内容） 
設計積算、入札・契約の締結、現場監督 従事する職員数 79.8人 0.1人 79.9人 

工程表の政策内容 地域高規格道路の整備促進（地域高規格道路の整備延長） 

事業内容の説明 
 

 １ 事業の目的・概要 

  地域高規格道路は、中国縦貫自動車道、山陰道、鳥取自動車道、米子自動車道等の高規格幹線道路を補完
し、地域の自立的発展や地域間連携を支える規格の高い幹線道路であり、高規格幹線道路と一体となった広
域的なネットワークを形成するものである。 

地域高規格道路の整備により、交通が分散され、渋滞、交通安全等の現道の諸問題が解消されるとともに、
近隣の地方生活圏を相互に連絡することによる交流や連携の促進、災害に備えた交通ネットワークの多重化
による安心・安全な地域づくり等に寄与することが期待される。 

本事業では、国認証増に伴う増額補正を行い、国道の道路改築事業として県が実施中の以下の５箇所の整
備を促進する。 

 

 ２ 主な事業内容 
 

○ 国道１７８号岩美道路（「鳥取豊岡宮津自動車道」（山陰近畿自動車道）の一部） 

箇   所 延 長 幅  員 事 業 年 度 総事業費 補正額 令和４年度予算計 

岩美郡岩美町陸上～本庄 5,700m 7.0(13.5)m  平成20年度～ 388 億円 0 百万円 1,800百万円 

・事業効果：事故多発区間及び冠水・線形不良箇所の解消、山陰海岸ジオパークの各観光地へのアクセス向
上による観光振興 

 

○ 国道３１３号倉吉道路・倉吉関金道路・北条倉吉道路（延伸）（「北条湯原道路」の一部） 

箇   所 延 長 幅  員 事 業 年 度 総事業費 補正額 令和４年度予算計 

(倉吉道路)倉吉市小鴨～和田 4,050m 7.0(13.5)m  平成17年度～ 131 億円 65 百万円 75 百万円 

(倉吉関金道路)倉吉市関金町関金宿～小鴨 7,010m 7.0(13.5)m  平成23年度～ 197 億円 590百万円 1,546百万円 
(北条倉吉道路（延伸）)北栄町弓原  400m 6.5(11.0)m  平成29年度～ 59 億円 0 百万円 1,048百万円 
・事業効果：市街地の渋滞解消と安全性の向上、工業団地・農産物集出荷施設へのアクセス改善 

 

○ 国道１８１号江府道路（「江府三次道路」の一部） 

箇   所 延 長 幅  員 事 業 年 度 総事業費 補正額 令和４年度予算計 

日野郡江府町武庫～佐川 4,065m 6.5(9.5)m  平成 17 年度～ 133 億円 700百万円 2,347百万円 
・事業効果：踏切交差点や線形不良箇所での渋滞・事故の解消、事前通行規制区間の解消 

 

３ 事業目標、取組状況、改善点 
① 事業目標 

高速道路ネットワークを形成する地域高規格道路の供用による地域間の交流促進や観光振興などの効果発 
現を早期に図るため、道路整備を促進する。 

② 取組状況、改善点 
○ 国道３１３号犬挟峠道路（地域高規格道路「北条湯原道路」の一部） 

       平成９年１０月供用 延長９ｋｍ（うち鳥取県６ｋｍ） 

○ 国道１８３号生山道路（地域高規格道路「江府三次道路」の一部） 

       平成１７年７月供用 延長３ｋｍ 

○ 国道３１３号北条倉吉道路（地域高規格道路「北条湯原道路」の一部） 

       平成１９年３月供用 延長６ｋｍ 

○ 国道１７８号東浜居組道路（地域高規格道路「鳥取豊岡宮津自動車道」（山陰近畿自動車道）の一部） 

       平成２０年１１月供用 延長４ｋｍ（うち鳥取県２ｋｍ） 

○ 都市計画道路宮下十六本松線（地域高規格道路「鳥取環状道路」の一部） 

       平成２１年３月供用 延長４ｋｍ 

○ 国道３１３号倉吉道路（地域高規格道路「北条湯原道路」の一部） 

       平成２５年６月（倉吉 IC～倉吉西 IC 間）部分供用 延長３ｋｍ 

○ 国道１７８号岩美道路（地域高規格道路「鳥取豊岡宮津自動車道」（山陰近畿自動車道）の一部） 

       平成２８年３月（岩美IC～浦富IC間）部分供用 延長２ｋｍ 
(注)起債欄の上段< >書きは、交付税措置額を除いた金額である。 
  県費負担は、起債欄の< >書きの金額と一般財源の金額を加算した額である。 
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令和４年度 一般会計補正予算説明資料 

 
８款 土木費 
 ２項 道路橋りょう費                      道路企画課（内線７３６１） 
  ２目 道路橋りょう維持費                             （単位：千円） 

事 業 名
 

補正前
 

補正
 

計 
財  源  内  訳 

備 考
 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

通学路安全対策
事業  
[一般公共事業] 

982,147 343,631 1,325,778 64,755 
<195,500> 

251,000 
 27,876 

県費負担 
223,376 

トータルコスト 
1,035,7

72 
344,420 1,380,192 （補正に係る主な内容） 

設計積算、入札・契約の締結、現場監督 
従事する職員数 6.8人 0.1人 6.9人 

工程表の政策内容 安全・安心で快適な道路空間の確保 

事業内容の説明 

 

１ 事業の目的・概要 

・平成２４年度から各教育委員会、ＰＴＡ、警察、道路管理者が連携して小学校、中学校の通学路点検を毎年実

施しており、対策が必要とされた箇所において教育委員会、警察、道路管理者の各々が速やかに対策を実施す

る。 

 ・令和３年６月に千葉県八街市で発生した通学路での交通死亡事故を踏まえ、これまで実施してきた通学路点検

の観点に新たな観点（見通しが良く抜け道になるなど、車両の速度が上がりやすい箇所など）を加え、緊急点

検を実施した箇所の対策を速やかに実施することで児童生徒の交通安全を確保する。 

 ・通学路の安全対策は、『歩行空間の確保（歩道有効幅員 W=2.0m以上）（本整備）』のほか、人家連担等により

本整備が困難な場合は、『車両用防護柵の設置』や路肩カラー舗装等による『歩車道境界の明示』、路面標示や

警戒標識による『ドライバーへの注意喚起』等の即効性のある当面の対策を実施する。 

 

２ 主な事業内容 

・歩道整備、防護柵整備、カラー舗装による歩行空間の確保など Ｃ＝１，３２５，７７８千円 

 （新規箇所２箇所及び継続１２箇所に計Ｃ＝３４３，６３１千円を充当して整備を促進） 

・事業例 

 一般県道米子丸山線（須村） 歩道整備 延長３００ｍ 

一般県道伏野覚寺線（安長ほか） 防護柵整備 延長２３３ｍ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ これまでの取組状況、改善点 

 ・平成２４年度から継続して通学路点検を行い、危険箇所への対策を進めている。対策未完了箇所については、

早期完了に向けて引き続き取り組んでいく。 

・令和３年度は千葉県八街市での事故を受け、新たな観点を加えた緊急点検を実施し、要対策箇所を抽出（県管

理道路１０９箇所）した。今回の５月補正予算をもって全箇所の対策に着手する（着手済１０７箇所、今回補

正２箇所）。 
(注)起債欄の上段< >書きは、交付税措置額を除いた金額である。 
  県費負担は、起債欄の< >書きの金額と一般財源の金額を加算した額である。 

歩道整備箇所 防護柵整備箇所 
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